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第４章  参考資料  

第１  共通  

 

 １  建築関係資料  

(1) 耐火構造   

耐火構造（建築基準法第２条第７号）とは、壁、柱その他の建築

物の部分の構造のうち、耐火性能（通常の火災が終了するまでの間

当該火災による建築物の倒壊及び延焼を防止するために当該建築物

の部分に必要とされる性能をいう。）に関して政令で定める技術的

基準（建築基準法施行令第 107条）に適合する鉄筋コンクリート造、

れんが造その他の構造で、建設大臣が定めた構造方法（平成 12年建

設省告示第 1399号）を用いるもの又は建設大臣の認定を受けたもの

をいう。   

ア  耐火性能（建築基準法施行令第 107条）に関する技術的基準   

(ｱ) 次の表に掲げる建築物の部分にあっては、当該部分に通常の火

災による火熱がそれぞれ次の表に掲げる時間加えられた場合に、

構造耐力上支障のある変形、溶融、破壊その他の損傷を生じない

ものであること。  

表４－１－１－１  

建築物の階 

 

建築物の部分 

最上階及び最上階か

ら数えた階数が 2以上

で 4 位内の階 

最上階から数えた階

数が 5 以上で 14 位内

の階 

最上階から数えた

階数が 15以上の階 

壁 

間仕切壁(耐力壁に限る。) １時間 ２時間 ２時間 

外壁（耐力壁に限る。） １時間 ２時間 ２時間 

柱 １時間 ２時間 ３時間 

床 １時間 ２時間 ２時間 

はり １時間 ２時間 ３時間 

屋根 ３０分間 

階段 ３０分間 

１ この表において、建築基準法施行令第 2 条第 1 項第 8 号の規定により階数に算入されない屋上部分が

ある建築物の部分最上階は、当該屋上部分の真下階とする。 

２ 前号の屋上部分については、この表中最上階の部分の時間と同一の時間によるものとする。 

３ この表における階数の算定については、建築基準法第 2 条第 1 項第 8 号の規定にかかわらず、地階の

部分の階数は、すべて算入するものとする。 
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(ｲ) 壁及び床にあっては、これらに通常の火災による火熱が１時間

（非耐力壁である外壁の延焼のおそれのある部分以外の部分にあ

っては、 30分間）加えられた場合に、当該加熱面以外の面（屋内

に面するものに限る。）の温度が当該面に接する可燃物が燃焼す

るおそれのある温度として建設大臣が定める温度（以下「可燃物

燃焼温度」という。）以上に上昇しないものであること。   

(ｳ) 外壁及び屋根にあっては、これらに屋内において発生する通常

の火災による火熱が１時間（非耐力壁である外壁の延焼のおそれ

のある部分以外の部分及び屋根にあっては 30分間）加えられた場

合に、屋外に火炎を出す原因となるとき裂その他の損傷を生じな

いものであること。   

イ  耐火構造の構造方法（平成 12年建設省告示第 1399号）は、次のと

おりである。   

(ｱ) 壁の構造方法は、次に定めるものとする。この場合において、

かぶり厚さ又は厚さは、それぞれモルタル、プラスターその他こ

れらに類する仕上材料の厚さを含むものとする。   

a  ア (ｱ)及びア (ｲ)に掲げる技術的基準（ア (ｱ)にあっては、通常

の火災による火熱が２時間加えられた場合のものに限る。）に適

合する耐力壁である間仕切壁の構造方法にあっては、次の (a)か

ら (h)までのいずれかに該当する構造とすることとする。   

(a) 鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨コン

クリート造（鉄骨に対するコンクリートのかぶり厚さが 3㎝未満

のものを除く。）で厚さが 10㎝以上のもの。   

(b) 軸組を鉄骨造とし、その両面を塗厚さが４㎝以上の鉄網モル

タルで覆ったもの（塗下地が不燃材料で造られていないものを

除く。）。   

(c) 軸組を鉄骨造とし、その両面を厚さが５㎝以上のコンクリー

トブロック、れんが又は石で覆ったもの。   

(d) 鉄材によって補強されたコンクリートブロック造、れんが造

又は石造で、肉厚及び仕上材料の厚さの合計が８㎝以上であり、

かつ、鉄材に対するコンクリートブロック、れんが又は石のか
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ぶり厚さが５㎝以上のもの。   

(e) 軸組を鉄骨造とし、その両面を塗厚さが 3.5㎝以上の鉄網パー

ライトモルタルで覆ったもの（塗下地が不燃材料で造られてい

ないものを除く。）。   

(f) 木片セメント板の両面に厚さ１㎝以上のモルタルを塗ったも

のでその厚さの合計が８㎝以上のもの。   

(g) 高温高圧蒸気養生された軽量気泡コンクリート製パネルで厚

さが 7.5㎝以上のもの。   

(h) 中空鉄筋コンクリート製パネルで中空部分にパーライト又は

気泡コンクリートを充填したもので、厚さが 12㎝以上であり、

かつ、肉厚が５㎝以上のもの。   

b  ア (ｱ)及びア (ｲ)に掲げる技術的基準（ア (ｱ)にあっては、通常の

火災による加熱が１時間加えられた場合のものに限る。）に適合

する耐力壁である間仕切壁の構造方法にあっては、 a に定める構

造とするか、又は次の (a)から (e)までのいずれかに該当する構造

とすることとする。   

(a) 鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨コン

クリート造で厚さが７㎝以上のもの   

(b) 軸組を鉄骨造とし、その両面を塗厚さが３㎝以上の鉄網モル

タルで覆ったもの（塗下地が不燃材料で造られていないものを

除く。）。   

(c) 軸組を鉄骨造とし、その両面を厚さが４㎝以上のコンクリー

トブロック、れんが又は石で覆ったもの。   

(d) 鉄材によって補強されたコンクリートブロック造、れんが造

又は石造で、肉厚が５㎝以上であり、かつ、鉄材に対するコン

クリートブロック、れんが又は石のかぶり厚さが４㎝以上のも

の。   

(e) コンクリートブロック造、無筋コンクリート造、れんが造又

は石造で肉厚及び仕上材料の厚さの合計が７㎝以上のもの。   

c  ア (ｲ)に掲げる技術的基準に適合する非耐力壁である間仕切壁

の構造方法にあっては、 bに定める構造とすることとする。   
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d  アに掲げる技術的基準（ア (ｱ)にあっては、通常の火災による火

熱が２時間加えられた場合のものに限る。）に適合する耐力壁で

ある外壁の構造方法にあっては、(a)に定める構造とすることとす

る。   

e  アに掲げる技術的基準（ア (ｱ)にあっては、通常の火災による火

熱が１時間加えられた場合のものに限る。）に適合する耐力壁で

ある外壁の構造方法にあっては、次に定めるものとする。   

(a) dに定める構造とすること。   

(b) bに定める構造とすること。  

     f  ア (ｲ)及びア (ｳ)に掲げる技術的基準に適合する非耐力壁であ

る外壁の延焼のおそれのある部分の構造方法にあっては、eに定め

る構造とするか、又は次の (a)から (c)までのいずれかに該当する

構造とすることとする。   

(a) 不燃性岩綿保温板、鉱滓綿保温板又は木片セメント板の両面

に石綿スレート又は石綿パーライト板を張ったもので、その厚

さの４㎝以上のもの。   

(b) 気泡コンクリート、石綿パーライト板又はケイ藻土若しくは

石綿を主材料とした断熱材の両面に石綿スレート、石綿パーラ

イト板又は石綿ケイ酸カルシウム板を張ったもので、その厚さ

の合計が 3.5㎝以上のもの。   

(c) 軸組を鉄骨造とし、その両面に厚さが 1.2㎝以上の石綿パーラ

イト板を張ったもの。   

g  ア b及びア cに掲げる技術的基準に適合する非耐力壁である外壁

の延焼のおそれのある部分以外の部分の構造方法にあっては、 f

に定める構造とすることとする。   

(ｲ) 柱の構造方法は、次に定めるものとする。この場合において、

かぶり厚さ又は厚さは、それぞれモルタル、プラスターその他こ

れらに類する仕上材料の厚さを含むものとする。   

a  ア (ｱ)に掲げる技術的基準（通常の火災による火熱が３時間加え

られた場合のものに限る。）に適合する柱の構造方法は、小径を

40㎝以上とし、かつ、次の (a)又は (b)のいずれかに該当する構造
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とすることとする。   

(a) 鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又はコンクリ

ート造（鉄骨に対するコンクリートのかぶり厚さが６㎝未満の

ものを除く。）   

(b) 鉄骨を塗厚さが８㎝（軽量骨材を用いたものについては７㎝）

以上の鉄網モルタル、厚さが９㎝（軽量骨材を用いたものにつ

いては８㎝）以上のコンクリートブロック又は厚さが９㎝以上

のれんが若しくは石で覆ったもの。   

b  ア (ｱ)に掲げる技術的基準（通常の火災による火熱が２時間加え

られた場合のものに限る。）に適合する柱の構造方法は、次に定

めるものとする。   

(a) aに定める構造とすること。   

(b) 小径を 25㎝以上とし、かつ、次の①から③までのいずれかに

該当する構造とすること。   

①  鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨コン

クリート造（鉄骨に対するコンクリートのかぶり厚さが５㎝未

満のものを除く。）   

②  鉄骨を塗厚さが６㎝（軽量骨材を用いたものついては５㎝）

以上の鉄網モルタル、厚さが７㎝（軽量骨材を用いたものつい

ては６㎝）以上のコンクリートブロック又は厚さが７㎝以上の

れんが若しくは石で覆ったもの。   

③  鉄骨を塗厚さが４㎝以上の鉄網パーライトモルタルで覆っ

たもの。   

c  ア (ｱ)に掲げる技術的基準（通常の火災による火熱が１時間加え

られた場合のものに限る。）に適合する柱の構造方法は、次に定

めるものとする。   

(a) bに定める構造とすること。   

(b) 次の①から③までのいずれかに該当する構造とすること。   

①  鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨コン

クリート造   

②  鉄骨を塗厚さが４㎝（軽量骨材を用いたものについては３
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㎝）以上の鉄  網モルタル、厚さが５㎝（軽量骨材を用いたも

のについては４㎝）以上のコンクリートブロック又は厚さが５

㎝以上のれんが若しくは石で覆ったもの。   

③  鉄材によって補強されたコンクリート造、れんが造又は石造

で鉄材に対するコンクリートブロック、れんが又はかぶり厚さ

が５㎝以上のもの。   

(ｳ) 床の構造方法は、次の定めるものとする。この場合において、

かぶり厚さ又は厚さは、それぞれモルタル、プラスターその他こ

れらに類する仕上材料の厚さを含むものとする。   

a  ア (ｱ)及びア (ｲ)に掲げる技術的基準（ア (ｱ)にあっては、通常の

火災による火熱が２時間加えられた場合のものに限る。）に適合

する床の構造方法は、次の (a)から (c)までのいずれかに該当する

構造とすることとする。   

(a) 鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造で厚さが 10㎝

以上のもの。  

(b) 鉄材によって補強されたコンクリートブロック造、れんが造

又は石造で、肉厚及び仕上材料の厚さの合計が８㎝以上であり、

かつ、鉄材に対するコンクリートブロック、れんが又は石のか

ぶり厚さが５㎝以上のもの。   

(c) 鉄材の両面を塗厚さが５㎝以上の鉄網モルタル又はコンクリ

ートで覆ったもの（塗下地が不燃材料で造られていないものを

除く。）   

b  ア (ｱ)及びア (ｲ)に掲げる技術的基準（ア (ｱ)にあっては、通常の

火災による火熱が１時間加えられた場合のものに限る。）に適合

する構造方法は、次の (a)から (c)までのいずれかに該当する構造

とすること。   

(a) 鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造で厚さが７

㎝以上のもの。   

(b) 鉄材によって補強されたコンクリートブロック造、れんが造

又は石造で、肉厚が５㎝以上であり、かつ、鉄材に対するコン

クリートブロック、れんが又は石のかぶり厚さが４㎝以上のも
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の。   

(c) 鉄材の両面を塗厚さが４㎝以上の鉄網モルタル又はコンクリ

ートで覆ったもの（塗下地が不燃材料で造られていないものを

除く。）。   

(ｴ) はりの構造方法は、次に定めるものとする。この場合において、

かぶり厚さ又は厚さは、それぞれモルタル、プラスターその他こ

れらに類する仕上材料の厚さを含むものとする。   

a  ア (ｱ)に掲げる技術的基準（通常の火災による火熱が３時間加え

られた場合のものに限る。）に適合するはりの構造方法は、次の

(a)から (c)までのいずれかに該当する構造とすることとする。   

(a) 鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨コン

クリート造（鉄骨に対するコンクリートのかぶり厚さが６㎝未

満のものを除く。）。   

(b) 鉄骨を塗厚さが８㎝（軽量骨材を用いたものについては７㎝）

以上の鉄網モルタル、厚さが９㎝以上（軽量骨材を用いたもの

については８㎝）以上のコンクリートブロック又は厚さが９㎝

以上のれんが若しくは石で覆ったもの。   

(c) 鉄骨を塗厚さが５㎝以上の鉄網パーライトモルタルで覆った

もの。   

b  ア (ｱ)に掲げる技術的基準（通常の火災による火熱が２時間加え

られた場合のものに限る。）に適合するはりの構造方法は、次の

(a)から (c)までのいずれかに該当する構造とすることとする。   

(a) 鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨コン

クリート造（鉄骨に対するコンクリートのかぶり厚さが 5㎝未満

のものを除く。）。   

(b) 鉄骨を塗厚さが６㎝（軽量骨材を用いたものについては５㎝）

以上の鉄網モルタル、厚さが７㎝（軽量骨材を用いたものにつ

いては６㎝）以上のコンクリートブロック又は厚さが７㎝以上

のれんが若しくは石で覆ったもの。   

(c) 鉄骨を塗厚さが４㎝以上の鉄網パーライトモルタルで覆った

もの。   
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c  ア (ｱ)に掲げる技術的基準（通常の火災による火熱が１時間加え

られた場合のものに限る。）に適合する構造方法は、次の (a)から

(c)までのいずれかに該当する構造とすることとする。   

(a) bに定める構造   

(b) 鉄骨コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨コン

クリート造   

(c) 鉄骨を塗厚さが４㎝以上（軽量骨材を用いたものについては

３㎝）以上の鉄網モルタル、厚さが５㎝（軽量骨材を用いたも

のについては４㎝）以上のコンクリートブロック又はあつさが

５㎝以上のれんが若しくは石で覆ったもの。   

(d) 床面からはりの下端までの高さが４ｍ以上の鉄骨造の小屋

組で、その直下に天井がないもの又は直下に不燃材料又は準不

燃材料で造られた天井があるもの。   

(ｵ) ア (ｱ)及びア (ｳ)に掲げる技術的基準に適合する屋根の構造方法

は、次のいずれかに該当する構造とすることとする。   

a  鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造   

b  鉄材によって補強されたコンクリートブロック造、れんが造又

は石造   

c  鉄網コンクリート若しくは鉄網モルタルでふいたもの又は鉄網

コンクリート、鉄網モルタル、鉄材で補強されたガラスブロック

若しくは網入ガラスで造られたもの。   

d  鉄筋コンクリート製パネルで厚さ４㎝以上のもの   

e  高温高圧蒸気養生された軽量気泡コンクリート製パネル   

(ｶ) (1)アに掲げる技術的基準に適合する階段の構造方法は、次のい

ずれかに該当する構造とすることとする。   

a  鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造   

b  無筋コンクリート造、れんが造、石造又はコンクリートブロッ

ク造   

c  鉄材によって補強されたれんが造、石造又はコンクリートブロ

ック造   

d  鉄造  
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図４－１－１－１  耐火構造  

 

図４－１－１－２  特定防火設備    図４－１－１－３  防火設備  

 

(2) 床面積の算定   

消防用設備等の設置にあたっての床面積の算定は、次によること。  

ア  建築物の各階又はその一部で壁、扉、シャッター、手すり、柱等

の区画の中心線で囲まれた部分の水平投影面積によって算定する

こと。   

ただし、ピロティ、ポーチ、開放廊下等については、次に定める
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ところによるものとする。   

（注）運用にあたっての細部事項は、昭和 61年消指導第 213号による。   

(ｱ) ピロテイ   

十分に外気に開放され、かつ、屋内的用途に供しない部分は、床

面積に算入しないこと。  

 

立  面  平  面  床面積に算入しない  床面積に算入する  

  

   

十分に外気に開放さ

れ、かつ、屋内的用

途に供しない部分  

左記以外の部分

で、例えば自動車

車庫、自転車置場

等に供する部分な

ど  

    

図４－１－１－４  ピロティ  

 

(ｲ) ポーチ   

原則として床面積に算入しないこと。ただし、屋内的用途に供す

る部分については、床面積に算入する。  

 

立  面  平  面  床面積に算入しない  床面積に算入する  

庇 

型 

 

  

 

 

右記を除き、原則と

して床面積に算入し

ない  

 

屋内的用途に供す

る部分  

 

寄
り
付
き
型 

 

  

 

 

図４－１－１－５  ポーチ  
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(ｳ) 公共用歩廊、傘型又は壁を有し内門型の建築物は、 (ｱ)のピロ

ティに準ずること。  

 

立  面  平  面  床面積に算入しない  床面積に算入する  

公
共
用
歩
廊 

    

十分に外気に開放さ

れ、かつ、屋内的用

途に供しない部分  

左記以外の部分  

傘 

型 

    

壁
を
有
し
内
門
型     

図４－１－１－６  内門型の建築物  

(ｴ) 開放廊下  外気に有効に開放されている部分の高さが、1.1ｍ以

上であり、かつ、天井の高さの２分の１以上である廊下について

は、幅２ｍまでの部分を床面積に算入しないこと。  

立  面  平  面  床面積に算入しない  床面積に算入する  

 

 

ｈ 1：当該廊下の外気

に有効に開放さ

れている部分の

高さ   

ｈ 2：当該廊下の天井  

の高さ   

ａ  ：当該廊下の幅  ｈ

１≧ 1.1ｍ、かつ、 ｈ

１≧ 1/2ｈ 2で、ａのう

ち２ｍまでの部分  

左記以外の部分  
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図４－１－１－７  開放廊下  

 

(ｵ) バルコニー・ベランダ   

(ｴ)の開放廊下に準ずること。  

立  面  平  面  床面積に算入しない  床面積に算入する  

  

ｈ 1：当該バルコニ

ー・ベランダの外

気に有効に開放

されている部分

の高さ   

ｈ 2：当該バルコニ

ー・ベランダの天

井の高さ   

ａ  ：当該バルコニ

ー・ベランダの幅   

ｈ１≧ 1.1ｍ、かつ、  

ｈ１≧ 1/2ｈ 2で、ａの

うち２ｍまでの部分  

左記以外の部分  

 

図４－１－１－８  バルコニー・ベランダ  

 

(ｶ) 屋外階段   

次の各号に該当する外気に有効に開放されている部分を有する

階段については、床面積に算入しないこと。   

a  長さが、当該階段の周長の２分の１以上であること。   

b  高さが、1.1ｍ以上、かつ、天井の高さの２分の１以上であるこ

と。  
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立  面  平  面  床面積に算入しない  床面積に算入する  

 

 

外気に有効に開放さ

れている部分の長さ

≧ 1/2｛２（ａ＋ｂ）｝

で、ｈ 2≧ 1.1ｍかつ、 

ｈ 1≧ 1/2ｈ 2   

ｈ 1：当該階段の外気

に有効に開放さ

れている部分高

さ   

ｈ 2：当該階段の天井

の高さ  

左記以外の部分  

 

図４－１－１－９  屋外階段  

 

(ｷ) エレベーターシャフト   

原則として、各階において算入すること。ただし、着床できない

階であることが明らかである階については算入しない。  

立  面  平  面  床面積に算入しない  床面積に算入する  

 
 

乗降口がない部分   

 

高層階専用エレベー

タで、乗降口のない低

層階部分の場合など  

 

左記以外の部分  

 

図４－１－１－ 10 エレベーターシャフト  

 

(ｸ) パイプシャフト等   

各階において床面積に算入すること。  
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立  面  平  面  床面積に算入しない  床面積に算入する  

 

 

煙  突   

 

ダクトスペース  パ

イプスペース  

 

図４－１－１－ 11 パイプシャフト等  

 

(ｹ) 出窓   

次の各号に定める構造の出窓については、床面積に算入しないこ

と。   

a  下端の床面からの高さが、 30㎝以上であること。   

b  周囲の外壁面から水平距離 50㎝以上突き出ていないこと。   

c  見付け面積の２分の１以上が窓であること。  

 

立  面  平  面  床面積に算入しない  床面積に算入する  

 

 

ｈ≧ 30㎝、ｄ＜ 50㎝か

つ見付け面積の１／

２以上が窓であるも

の   

ｈ：下端の床面から

の高さ   

ｄ：周囲の外壁面か

らの水平距離  

左記以外の部分  

 

図４－１－１－ 12 出  窓  

 

(ｺ) 体育館等のギャラリー等   

原則として、床面積に算入すること。ただし、保守点検等一時的

な使用を目的としている場合は算入しない。  
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立  面  平  面  床面積に算入しない  床面積に算入する  

  

保守点検等一時的な

使用を目的としてい

る場合  

 

左記以外の部分  

 

  

図４－１－１－ 13 ギャラリー等  

 

(ｻ) 給水タンク又は貯水タンクを設置する地下ピットタンクの周

囲に保守点検用の専用の空間のみを有するものについては、床面

積に算入しないこと。  

 

立  面  平  面  床面積に算入しない  床面積に算入する  

  

タンクの周囲に保守

点検用の専用の空間

のみを有するもの  

 

左記以外の部分  

 

図４－１－１－ 14 床面積の算入  

 

(3) 階の算定   

消防用設備等の設置にあたっての階数の算定は、建築基準法施行令

第２条第１項第８号によるほか、次によること。   

ア   倉庫内に設けられた積荷用の作業床は、棚とみなされる構造の

もの（積荷を行う者が、棚状部分の外部にいて直接積荷できるも
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の又はフォークリフト、クレーン等の機械だけの使用により積荷

できるもの）を除き、階数に算定するものであること。   

（注）床と棚の区別は、当該部分に積荷等を行う場合に当該部分以

外において作業するものを「棚」とし、当該部分を歩行し、又

はその上において作業執務等を行うものを「床」として取扱う。  

イ   住戸の小屋裏部分を利用して設ける物置（以下「小屋裏物置」

という。）で、次の各号に該当するものについては、階とみなさ

ないものとする。   

(ｱ) 小屋裏物置の部分の水平投影面積は、直下の階の床面積の８分

の１以下であること。   

(ｲ) 小屋裏物置の天井の最高の高さは、 1.4ｍ以下であること。   

(ｳ) 物の出し入れのため利用するはしご等は、固定式のものとしな

いこと。   

ウ   自動式ラック倉庫及び立体自動車車庫（機械式駐車装置の設置

された部分を含む。）の可動床は階数に算定しないこと。  
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２  電気設備の基準  

   危政令第９条第１項第 17 号に規定する「電気工作物に係る法令」につ

いては、電気設備に関する技術基準を定める省令（昭和 40 年通商産業省

令第 61 号）によること。  

  なお、電気設備の設置にあっては、次により指導する。◆  

 

(1)  防爆構造の適用範囲  

    ア  引火点が 40℃未満の危険物を貯蔵し、又は取り扱う場合  

   イ  引火点が 40℃以上の危険物であっても、その可燃性液体を当該引

火点以上の状態で貯蔵し、又は取り扱う場合  

   ウ  可燃性微粉（危険物、非危険物を問わない。）が滞留するおそれの

ある場合  

 

(2) 電気機器の防爆構造の選定  

     危険場所（０種、１種及び２種場所）に設置する電気機器の防爆構造

は、構造規格（電気機械器具防爆構造規格（昭和 44 年労働省告示第 16

号）により規定するもの。）又は技術的基準（構造規格に規定するもの

と同等以上の防爆性能を有するものの技術的基準（ IEC 規格 79 関係）

に適合するものとして労働省労働基準局長が通達により規定するも

の。）に適合するものであること。  

     なお、選定は第４－１－２－１表を原則とするが、１種場所に安全増

防爆構造又は油入防爆構造の電気機器を設置する場合には、技術的基準

に適合するもの（ＥＸｅ、ＥＸｏ）を設置するよう指導する。また、通

常において著しく可燃性蒸気等が発生又は滞留する場所は、０種場所と

して取扱い、設置する電気機器は本質安全防爆構造（ｉ、ＥXia）のも

のとするよう指導する。  

    ※  技術的基準による防爆構造は、構造規格だけでは IEC（国際電気

標準会議）に列記される危険場所（０種、１種及び２種）に適応する

電気機器の防爆構造の種類に対応できず、国際規格に適合する外国製

の電気機器を受け入れることを目的に規定されたものである。  

   ア  ０種場所とは、危険雰囲気が通常の場合において、連続して又は時
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間持続して存在する場所  

    イ  １種場所とは、通常の状態において、危険雰囲気を生成するおそれ

のある場所  

    ウ  ２種場所とは、異常の状態において、危険雰囲気を生成するおそれ

のある場所  

 

第４－１－２－１表  電気機器の防爆構造の選定   

電気機器の防爆構造の種類と記号  使用に適する危険場所の種別  

準拠規格  防爆構造の種類及び記号  ０種場所  １種場所  ２種場所  

構造規格  

本質安全防爆構造    ｉ  ○  ○  ○  

耐圧防爆構造      ｄ  ×  ○  ○  

内圧防爆構造      ｆ  ×  ○  ○  

安全増防爆構造     ｅ  ×  △  ○  

油入防爆構造      ｏ  ×  △  ○  

特殊防爆構造      ｓ  －  －  －  

技術的基準  

本質安全防爆構造   Exia ○  ○  ○  

本質安全防爆構造   Exib ×  ○  ○  

耐圧防爆構造     Exd ×  ○  ○  

内圧防爆構造     Exp ×  ○  ○  

安全増防爆構造    Exe ×  ○  ○  

油入防爆構造     Exo ×  ○  ○  

特殊防爆構造     Exs －  －  －  

備考  １  表中の記号○、△、×、－の意味は、次のとおりである。  

     ○印：適するもの  

     △印：法規では容認されているが、避けたいもの  

     ×印：法規には明記されていないが、適さないもの  

     －印：適用されている防爆原理によって適否を判断するもの  

   ２  特殊防爆構造の電気機器は、他の防爆構造も適用されているもの

が多く、その防爆構造によって使用に適する危険場所が決定される。  
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(3) 防爆構造電気機械器具型式検定合格証と防爆構造電気機械器具用型式検定合格標章 

     労働安全衛生法に基づく防爆構造電気機械器具用型式検定に合格し

た防爆構造の電気機械器具には、「防爆構造電気機械器具型式検定合格

証」が交付されるとともに、当該器具に「防爆構造電気機械器具用型式

検定合格標章」が張付されるものである。  

     なお、当該型式検定に合格した電気機械器具は、電気工作物に係る法

令（電気設備に関する技術基準を定める省令等）に適合したものと同様

に扱って支障ないものである。  

 

防爆構造電気機械器具型式検定合格証  

申 請 者  

製 造 者  

品 名  

型 式 の 名 称  

防 爆 構 造 の 種 類  

対象ガス又は蒸気の 

発火度及び爆発等級 

 

定 格  

型式検定合格番号  

有 効 期 間   年  月  日から  年  月  日まで 印 

  年  月  日から  年  月  日まで 印 

  年  月  日から  年  月  日まで 印 

  年  月  日から  年  月  日まで 印 

  機械等検定規則による型式検定に合格したことを証明する。  

   年   月   日  

型式検定実施者            印  
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防爆構造電気機械器具用型式検定合格標章  

               備考  

               １  この型式検定合格標章は、次に定める  

                ところによること。  

                (1) 正方形とし、次に示す寸法のいずれ

かによること。  

                  一辺の長さ (L)   ふちの幅 (l )  
                  イ  1.3cm     0.1cm 
                  ロ  2.0cm     0.1cm 
                  ハ  3.2cm     0.2cm 
                  ニ  5.0cm     0.2cm 
                  ホ  8.0cm     0.3cm 

                (2) 材質は、金属その他耐久性のあるも

のとすること。  

                (3) 地色は黒色とし、字、ふち及び線は

黄色又は淡黄色とすること。  

               ２  「労（月年）検」の欄中（月年）は、

型式検定に合格した年月又は更新検定

に合格した年月を（平１２．８）のごと

く表示すること。  

 

(4) 防爆電気機器の表示等  

     構造規格による防爆構造の電気機械器具には、一般用電気機器の防爆

構造通則（ JIS）に基づく表示が、技術的基準による防爆構造の電気機

械器具には、 IEC に整合した表示がされている。  

    なお、防爆構造等の記号が一括して表示される場合には、次のア、イ、

ウ、エの順序で表示することが定められている。  

    また、技術的基準による防爆構造の電気機械器具のみ、防爆構造のも

のであることを示す記号“Ex”が表示されている。  

    ア  防爆構造の種類  

    防爆構造の種類を示す記号は、第４－１－２－２表のとおりである。 

 

 

  

労(  年  月  )検 

型式検定  合格番号 

型式検定合格証の交付
を受けた者又はその承
継人の氏名又は名称 

 

L 

ｌ  
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第４－１－２－２表  防爆構造の種類を示す記号  

防爆構造の種類 
記   号 

構造規格による防爆構造 技術的基準による防爆構造 

耐圧防爆構造 

内圧防爆構造 

安全増防爆構造 

油入防爆構造 

本質安全防爆構造 

特殊防爆構造 

ｄ 

ｆ 

ｅ 

ｏ 

ｉ 

ｓ 

ｄ 

ｐ 

ｅ 

ｏ 

ia 又は ib 

ｓ 

 備考１  一つの電気機器の異なる部分に別々の防爆構造が適用されている

場合は、その電気機器のそれぞれの部分に、該当する防爆構造の種

類が記号で表示される。  

   ２  一つの電気機器に２種類以上の防爆構造が適用されている場合は、

主体となる防爆構造の種類の記号が初めに表示される。  

   ３  ia は、爆発性雰囲気が正常状態において連続して、又は長時間持

続して存在する場所で使用する電気機器に表示される。  

   ４  ib は、爆発性雰囲気が正常状態において生成するおそれのある場

所で使用する電気機器に表示される。  

 

   イ  爆発等級又はグループ  

     爆発性雰囲気中で使用する電気機器は、技術的基準においてグルー

プⅠ（坑内爆発性ガスを受ける鉱山内の電気設備）とグループⅡ（坑

内爆発性ガスを受ける鉱山以外の爆発性雰囲気を伴う場所で使用され

る電気機器）の２グループに分類され、グループⅡの電気機器は、防

爆構造の種類がｄ、ｐ、ｅ、ｏ、ｉの電気機器である。更に防爆構造

の種類がｄ及びｉの電気機器は、ⅡＡ、ⅡＢ及びⅡＣに細分類される。  

   電気機器の爆発等級又はグループを示す記号は、第４－１－２－３表

のとおりであり、グループ記号は次の意味を持っている。  

    (ｱ )  グループ記号のⅡＡ～ⅡＣとは、完全密閉された構造の機器及び

発火源となり得る火花等を生じない構造の機器以外の機器について、

ガス又は蒸気の特性に応じ、機器が点火源とならない最大安全すきま
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の範囲又は最小点火電流比の範囲を分類したものをいう。  

   (ｲ )  グループ記号のⅡＣは、最も条件の厳しいものに使用され、ⅡＡ

及びⅡＢの使用条件にも使用できる。また、ⅡＢは、ⅡＡの使用条件

においても使用できる。  

 

第４－１－２－３表  爆発等級又はグループを示す記号  

防爆構造の種類 
記   号 

構造規格による防爆構造 技術的基準による防爆構造 

耐圧防爆構造 

内圧防爆構造 

安全増防爆構造 

油入防爆構造 

本質安全防爆構造 

特殊防爆構造 

1,2,3(a,b,c,n) 

 

 

 

1,2,3(a,b,c,n) 

ⅡＡ、ⅡＢ、ⅡＣ 

Ⅱ 

Ⅱ 

Ⅱ 

ⅡＡ、ⅡＢ、ⅡＣ 

Ⅱ 

  備考１  爆発等級（又はグループ記号のＡ、Ｂ、Ｃ）に関係なく適用さ

れる防爆構造の電気機器には、爆発等級の記号（又はグループ記

号の中のＡ、Ｂ、Ｃ）は表示されない。また、特殊防爆構造にお

ける爆発等級（又はグループ記号のＡ、Ｂ、Ｃ）の表示は、適用

する防爆原理によって決められる。  

    ２  爆発等級３において、３ａは水素又は水素ガスを、３ｂは二硫

化炭素を、３ｃはアセチレンをそれぞれ対象とし、３ｎは爆発等

級３のすべてのガス又は蒸気を対象とすることを示す。  

    ３  特定のガス又は蒸気の爆発性雰囲気だけで使用される防爆電気

機器には、爆発等級の記号（又はグループ記号の中のＡ、Ｂ、Ｃ）

の代わりに当該ガス又は蒸気の名称又は化学式が防爆構造の種

類を示す記号の後（又はグループ記号Ⅱの後）に表示される。  

 

ウ  発火度又は温度等級  

   電気機器の発火度又は温度等級を示す記号等は、第４－１－２－４

－１表及び第４－１－２－４－２表のとおりである。  

   なお、発火度（又は温度等級）の記号は、その記号を表示した防爆
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電気機器が当該ガス及びそれより小さい数字の発火度（又は温度等

級）のガス又は蒸気に対して防爆性能が保証されていることを示す。 

 

第４－１－２－４－１表  発火度を示す記号及び温度上昇限度  

防爆構造の種類 構造規格による発火度の記号 温度上昇限度（℃） 

各防爆構造に共通 

Ｇ１ 

Ｇ２ 

Ｇ３ 

Ｇ４ 

Ｇ５ 

Ｇ６ 

３２０ 

２００ 

１２０ 

７０ 

４０ 

３０ 

備考１  温度上昇限度は、電気機器の爆発性ガスに対する温度上昇限度で

ある。  

  ２  特定のガス又は蒸気の爆発性雰囲気中だけで使用される防爆電気

機器は、発火度の代わりに当該ガス又は蒸気の名称又は化学式が防

爆構造の種類を示すグループ記号Ⅱのあとに表示される。  

 

第４－１－２－４－２表 温度等級、最高表面温度及び適用できるガス蒸気  

防爆構造の

種類 

技術的基準による

温度等級の記号 

最高表面温度の範囲

（℃） 

適用できるガス又は蒸気 

各防爆構造

に共通 

T１ 

T２ 

T３ 

T４ 

T５ 

T６ 

300 を超え 450 以下 

200 を超え 300 以下 

135 を超え 200 以下 

100 を超え 135 以下 

85 を超え 100 以下 

       85 以下 

発火温度 450℃を超えるもの 

発火温度 300℃を超えるもの 

発火温度 200℃を超えるもの 

発火温度 135℃を超えるもの 

発火温度 100℃を超えるもの 

発火温度 85℃を超えるもの 

備考１  温度等級の代わりに最高表面温度が表示され、又は最高表面温度

のあとに括弧書きで温度等級が表示されることがある。このように

最高表面温度が表示された電気機器は、表示された最高表面温度未

満の発火温度のガス又は蒸気に適用される。  

  ２  特定のガス又は蒸気の爆発性雰囲気中だけで使用される防爆電気
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機器は、発火度の代わりに当該ガス又は蒸気の名称又は化学式が防爆構

造の種類を示すグループ記号Ⅱのあとに表示される。  

 

   エ  使用条件がある場合の表示  

    使用条件がある場合は、構造規格による電気機器では使用条件の要

点が、また、技術的基準による電気機器では記号“Ｘ”が表示される。  

   オ  防爆構造等の記号の一括表示の例  

    防爆構造等の記号を一括表示する場合の例は、第４－１－２－５表

のとおりである。  

 

第４－１－２－５表  防爆構造等の記号の一括表示例  

準拠  

規格  
表示内容（一括表示例）  

構
造
規
格
に
よ
る
も
の 

爆発等級３、発火度Ｇ４に属するガス等を対象とする耐圧防爆構造の電気機

器（ｄ２Ｇ４）  

発火度Ｇ２に属するガス等を対象とする内圧防爆構造の電気機器（ｆＧ２）  

発火度Ｇ３に属するガス等を対象とする安全増防爆構造の電気機器（ｅＧ３） 

爆発等級１、発火度Ｇ１に属するガス等を対象とする安全増防爆構造の電動

機で、耐圧防爆構造のスリップリングをもつもの（ｅｄｌＧ１）  

技
術
的
基
準
に
よ
る
も
の 

グループⅡＢ、温度等級Ｔ４の耐圧防爆構造の電気機器（ＥｘｄⅡＢＴ４）  

温度等級Ｔ５の内圧防爆構造の電気機器（ＥｘｐⅡＴ５）  

最高表面温度が 350℃の安全増防爆構造の電気機器で使用条件付きのもの  

〔ＥｘｅⅡ 350℃（Ｔ１）Ｘ又はＥｘｅⅡ 350℃Ｘ〕  

温度等級Ｔ３の油入防爆構造の電気機器（ＥｘｏⅡＴ３）  

グループⅡＣ、温度等級Ｔの ia 級本質安全防爆構造の電気機器  

（Ｅｘ iaⅡＣＴ６）  

本体が耐圧防爆構造で、端子箱が安全増防爆構造の、グループⅡＢ、温度等

級Ｔ３の電気機器（ＥｘｄｅⅡＢＴ３）  

 

カ  小型電気機器における表示  

   技術的基準による電気機器において、極めて小型で表面積が限られてい
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るものは、Ｅｘ及びＸ以外の記号を省略することが認められている。  

 

(5) 防爆構造の電気機械器具の設置  

     引火性危険物の蒸気が漏れ、又は滞留するおそれのある場所には、危

険場所の種別に適合する防爆構造の電気機器を次により設けること。  

ア  引火性危険物を建築物（当該危険物を取り扱っている部分が壁によ

って区画されている場合は、当該区画された部分とする。以下同じ。）

内において取り扱う場合であって、当該引火性危険物を大気にさらす

状態で取り扱う設備（以下「開放設備」という。）にあっては、当該

設備から蒸気が放出される開口面の直径（開口面が円形以外のもので

ある場合は、当該開口面の長径）に相当する幅（その幅が 0.9ｍ未満

の場合は、0.9ｍとする。）以上で、また、注入口を有する容器等に詰

替えをするもの（以下「詰替容器」という。）にあっては、0.9ｍ以上

の幅でそれぞれ開口面又は注入口を包囲し、かつ、その覆われた水平

投影面で床まで達する範囲内を１種場所、その他の部分を２種場所と

し、設置する電気機器は、危険場所の種別に適合する防爆構造のもの

とすること。  

   なお、以下の図において危険場所の種別の凡例は、次のとおりとす

る。  

      凡例：１種場所        ２種場所           

 

 

 

 

                  

     

 

 

 

Ｄ：開口面の直径の長さ  

第４－１－２－１図  

 

Ｄ  

Ｇ．Ｌ  
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  イ  貯蔵タンク、取扱タンク、容器、継手（溶接継手を除く。）を有す

る配管等その他密閉された設備を用いて引火性危険物を貯蔵し、又は

取り扱う建築物内の部分は２種場所とし、設置する電気機器は危険場

所の種別に適合する防爆構造のものとすること。  

  ウ  引火性危険物を取り扱う開放設備で、室内を移動して使用するもの

にあっては当該室内の移動範囲に当該開放設備があるものとみなし、

ア及び前イの例により電気機器を設置すること。  

  エ  (1)から前 (3)によるほか、換気設備等により引火性危険物の蒸気を

引火する危険性のない十分安全な濃度に希釈することができ、かつ、

換気設備等の機能が停止した場合に、必要な安全装置を設けること等

により、危険場所を室内の一部に限定することができる。  

    オ  上屋を有するローリー積場及び容器充てん所等で、屋外と同程度の

換気が行われる場所における電気機械器具の設置については、次によ

ること。  

    (ｱ )  引火性危険物を移動タンク貯蔵所又は容器に充てんするものにあ

っては、蒸気が放出される注入口の周囲に 0.9ｍの幅で注入口を包

囲し、かつ、その覆われた水平投影面で床まで達する範囲内は１種

場所とし、設置する電気機器は危険場所の種別に適合する防爆構造

のものとすること。  

    (ｲ ) 前アによる場合であって、蒸気が放出される注入口の周囲に 1.8

ｍの幅で注入口を包囲し、かつ、その覆われた水平投影面が床まで

達する範囲及び床面から高さ 0.9ｍの範囲内で上屋の水平投影面ま

での範囲で前アに示す範囲を除いた部分は２種場所とし、設置する

電気機器は危険場所の種別に適合する防爆構造のものとすること。  
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第４－１－２－２図上屋を有するローリー積場  

   カ  屋外において、貯蔵タンク、取扱タンク、容器、継手（溶接継手を

除く。）を有する配管等その他密閉された設備を用いて引火性危険物

を貯蔵し、又は取り扱う場合の当該設備に接して設置する電気機器は、

２種場所に設けることができる防爆構造のものとすること。  

   キ  引火性危険物の屋外タンク貯蔵所の通気口の周囲 1.5ｍ及び屋外

貯蔵タンクの周囲 0.6ｍの範囲並びに防油堤の高さより下部に設置

する電気機器は、２種場所に設けることができる防爆構造のものとす

ること（第４－１－２－３図参照）。  

 

    

第４－１－２－３図  屋外タンク貯蔵所  
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   ク  引火性危険物を貯蔵し、又は取り扱う地下タンクのマンホール内に

設置する電気機器は、２種場所に設けることができる防爆構造のもの

とすること。  

   ケ  アから前クまでにかかわらず、第４－１－２－４－１図から第４－

１－２－９図までの図の斜線部分又は懸垂式固定給油設備のポンプ

室に設置する電気機器は、２種場所に設けることができる防爆構造の

ものとすること。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４－１－２－４－１図 地上式固定給油設備（可燃性蒸気流入防止構造以外） 

    

第４－１－２－４－２図  地上式固定給油設備等（可燃性蒸気流入防止構造） 

固定給油設備  

0 .6m 

0.6m 

Ｌ：給油ホースの全長  

0 .6m 

Ｌ＋ 1m 
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第４－１－２－４－３図  地上式固定給油設備等（可燃性蒸気流入防止構造） 

    

第４－１－２－４－４図  地上式固定給油設備等（可燃性蒸気流入防止構造） 
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第４－１－２－４－５図  地上式固定給油設備等（可燃性蒸気流入防止構造） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４－１－２－５図  懸垂式固定給油設備（可燃性蒸気流入防止構造以外）  

 

 

 

 

 

 

キャノピー  

0 .6m 

0.6m 

G.L 

4m 
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第４－１－２－６図  混合燃料調合器  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４－１－２－７図  整備室  

（２面以上が開放されているものを除く。）  

 

 

 

 

G.L 

0.6m 

0.6m 
0.6m 

調合器  

Ｌ＋ 1.0m 

Ｌ：給油ホースの全長  

0 .6m 0.6m 

0.6m 0.6m 

リフト  

Ｆ .L 
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第４－１－２－８図  地下タンク貯蔵所等の通気管  

   

第４－１－２－９図  遠方注入口周辺  
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３  避雷設備の基準   

建築物又は煙突、塔、油そうなどの工作物、その他のものに設置す

る避雷設備については、日本工業規格（ JIS A4201:2003）のほか、平

成 17年１月 14日付け消防危第 14号によるものとする。  
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４  地下埋設配管等の防食及び地下貯蔵タンクの外面保護の施工例等  

 

(1)  地下埋設配管の防食  

    ア  防食措置にあたっては、次により指導する。◆  

    (ァ )  設計  

    a 設計図面等には、材質が明記され、同一の材質のものが使用され

ていること。  

    b 一連の配管は、コンクリートと土壌中の相互に渡って、敷設しな

いこと。  

    c 鉄筋コンクリート等の建物、建造物の床、基礎等を貫通する場合

には、当該部分にさや管（合成樹脂管又は鋼管）を用い、さや管と

配管の間隙にモルタル等を充てんすること。ただし、配管が被覆鋼

管である場合には、この限りではない。  

    d 配管の地上立ち上がり部分には、配管支持金具と地表面又は床面

との間に絶縁継手を設けること。  

    e 地下水位より高い位置に敷設すること。  

(ｲ)  現場施工時  

    a 新管と旧管を接続する場合には、絶縁継手等を用いて接続するこ

と。  

    b 絶縁継手等を用いた場合には、当該部分の絶縁抵抗試験を行い、

絶縁されていることを確認すること。  

    c 溶接により配管を接続する場合には、適切な溶接材を用い、荒天、

低温時等溶接部の熱拡散が激しい時には作業を行わないこと。  

    d 配管の埋め戻しは、粒度が均一で、土壌比抵抗の高い山砂等を用

いること。  

    e 現場で管に塗覆装を施す場合は、管表面の油、サビ、溶接のスパ

ッタ及び酸化被覆等をサンドペーパー等で完全に除去した後に行う

こと。  

    f 塗覆装を施した配管を埋設する場合は、鉄筋及びコンクリート殻

等による塗覆装の破損に注意して行うこと。  
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(2) 地下貯蔵タンクの外面保護措置  
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  ア  地下貯蔵タンクの保護すべき部分と用いることのできる保護方法  

構造  材質  設置場所  方法  塗装部分  

下記以外の地

下貯蔵タンク  

下記以外の材質  
電気的腐食のお

それのある場所  

(①又は② )＋

電気防食  
タンク外面  

 上記以外の場所  ①又は②  タンク外面  

著しく腐食のお

それのない材質  
 不要   

二重殻タンク  

SS 二重殻タンク   ①  外殻の外面  

SF 二重殻タンク   ③  内殻の外面  

FF 二重殻タンク   不要   

漏れ防止構造

によるタンク  

  
①  タンク外面  

 

【方法】  

     ①：危告示第４条の 48 第２項第２号に掲げる方法  

     ②：危告示第４条の 48 第１項各号に掲げる性能が、第２項第２号に

掲げる方法と同等以上の性能を有する方法  

     ③：検知層部はさびどめ塗装、検知層部以外の部分はプライマーと強

化プラスチックによる被覆を 2.0mm 以上  

    イ  さびどめ塗装  

      さびどめ塗装には、フタル酸樹脂塗料、塩化ゴム塗料、エポキシ樹

脂塗料、亜鉛末塗料等が用いられている。  

     ウ  強化プラスチックの材料  

      強化プラスチックの樹脂には、イソフタル酸系不飽和ポリエステル

樹脂、ビスフェノール系不飽和ポリエステル樹脂、ビニルエステル樹

脂又はポリエステル樹脂が、強化材であるガラス繊維には、ガラスチ

ョップドストランドマット、ガラスロービング、処理ガラスクロス又

はガラスロービングクロス等が用いられている。  

 

 



 528 

(3) 屋外貯蔵タンク底板の防食  

   屋外貯蔵タンク底板の防食には次の例がある。  

    ア  アスファルトサンド材料  

      アスファルトサンドの材料は、次に掲げるもの又はこれと同等以上

の防食効果を有するものを適当に配合したものを使用すること。  

    (ァ )  アスファルト  

     ブローンアスファルト針入度 10～ 40（ 25℃、 100gr、 5sec）又は

ストレートアスファルト針入度 80～ 100（ 25℃、 100gr、 5sec）  

    (イ )  骨  材  

     比較的均一な良質砂を使用し、腐食を助長させるような物質を含ま

ないこと。  

    (ウ )  石  粉  

     アスファルトを安定させるために用いるフィラーには、石灰石等を

微粉砕した石粉を用いること。  

     粒度は、 0.074mm ふるいで通過率 75%以上のものが望ましい。  

    イ  配合割合、混合加熱時間  

    (ァ )  アスファルトと骨材  

     次式より求められる骨材の間隙率から算定し、更に過剰アスファル

ト量として 5%以下の範囲で加えることができる。  

  

     V＝（１    ）×１００  

 

       V：間隙率 [％ ]  

       D：骨材の理論密度 [  gr/cm
3

 ]  

       ｄ：骨材の締固め密度 [  gr/cm
3

 ]  

    (イ )  アスファルト石粉  

     アスファルトに対する石粉の混合重量比は 0.6～ 1.8 の倍率で行い、

気温変化等に応じて適宜決定すること。  

    (ウ )  配合割合の例  

     アスファルトサンドの施工厚さ５ cm、10cm の場合の配合割合の例

を示す（１㎡当り）。  

ｄ  

D 
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施工厚さ  ５ cm 10cm 

アスファルト  

材（良質砂）  

粉  

８  ㎏  

0.05 ㎥  

10 ㎏  

16 ㎏  

0.10 ㎥  

20 ㎏  

    (エ )  配合加熱時間  

     アスファルトの溶融及び骨材、石粉の加熱は均一に行い、できるだ

け速やかに混合温度に到達させ、長時間加熱による品質低下のないよ

うに十分管理すること。  

     アスファルトの溶融許容最高温度は 250℃とし、加熱許容時間の目

安は、 200℃未満の場合は 36 時間、 200℃以上の場合は 24 時間程度

である。  

    ウ  施工方法  

    (ァ )  タンク布設基礎地盤面は、アスファルトサンド敷設前に十分整地

され、堅固な基礎に仕上げられていること。  

    (イ )  施工範囲はタンク側壁から 60cm 程度までとすること。  

    (ウ )  施工厚さは５ cm 以上とし、硬化前に転圧し、仕上げること。  

    (エ )  底板の外周部は、コンクリートモルタル、アスファルト等により

防水の処置を行い底板外面に水分が浸入しない構造とすること。  

    (オ )  表面の仕上げ精度は、告示第４条の 10 第６号の規定に準じるこ

と。  
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５  地下配管等に設ける電気防食の施工に関する技術基準   

危険物製造所に設ける配管及び屋外貯蔵タンクの底板（以下「配管

等」という。）における電気防食の流電陽極・基準電極・接続線・排

流端子・絶縁継手・接続箱及び点検箱等の施工上並びに管理上の技術

基準は、次によるものとする。   

 

(1) 電気防食施工の適用範囲   

危険物製造所等に設ける地下配管等で、腐食電流により当該配管

等が腐食するおそれがある場所に埋設又は大地に接して設置され

るものに適用する（移送取扱所の地下又は海底に設置する配管及び

屋外タンク貯蔵所の底板で、アスファルトサンド等の防食材料を敷

いてないもの、又は底板の腐食を防止することができる措置を講じ

ていないものは、腐食電流により腐食するおそれのない場所に設置

する場合でも適用する。）   

この場合において、腐食電流により配管等が腐食するおそれがあ

る場所とは、次のア又はイのいずれかに該当する場所をいう。   

ア  直流電気鉄道の軌道又は変電所からほぼ１㎞の範囲にある場所   

イ  直流電気鉄道の軌道及び変電所を除く直流電気設備（電解設備

その他これに類する設備をいう。）周辺の場所   

なお、ア又はイのいずれかに該当する場合であっても、迷走電

流等の測定の結果、次のアからウのいずれにも該当しない場合に

あっては、電気防食施工の適用範囲にしないことができるものと

する。   

(ｱ) 大地比抵抗が 2,000Ω・㎝未満となるもの   
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図４－１－５－１  大地比抵抗測定法  

(ｲ) 大地に電位勾配（約５ｍＶ／ｍ以上）が認められるもの  

   

図４－１－５－２  電位勾配測定法   

(ｳ) 配管等の対地電位が当該配管等の自然電位より正側の電位と

なるもの   

      

図４－１－５－３  対地電位測定法  

 

図４－１－５－４  対地電位測定法   

 

(2) システムの選定   
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電気防食システムには、流電陽極方式・外部電源方式・選択排流

方式があるが、過防食防止・防爆保持・施工・維持管理が容易な点

などから危険物施設内に施工する場合は、流電陽極方式を採用する

のが一般的である。  

  

(3) 電気防食機器の選定   

ア  流電陽極（以下「陽極」という。）は、マグネシウム合金・亜

鉛合金・アルミニウム合金等があるが、大地比抵抗、配管等（以

下「被防食体」という。）の防食面積を考慮して算定した質量を

もつものを選ぶこと。  

    

図４－１－５－５  陽  極   

 

イ  基準電極で施設に固定して設ける電極（以下「施設固定基準電

極」という。）は、維持管理等を考慮した亜鉛電極が望ましい。   

この場合において、被防食体直近の大地中に基準電極を容易に

打ち込むことが可能な場合は、必ずしも施設固定基準電極としな

くてもよく飽和カロメル基準電極等にすることができる。  

    

図４－１－５－６  施設固定基準電極   

 

ウ  接続線は、心線が 600Ｖ単心ビニル絶縁電線（直径 1.6㎜）と同
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等以上の電線で、軟質ポリエチレンホース・硬質塩化ビニールパイ

プ等に収めたものを用い、陽極・被防食体からの線は赤色に、施設

固定基準電極からの線は黒色とすること。   

エ  排流端子で埋設式のものは、被防食体のイオン化傾向が同程度

のものとすること。   

オ  絶縁継手は、絶縁ワッシャー・絶縁スリーブ等の絶縁材により、

接続部分を有効に電気的に絶縁できるものとすること。  

      

図４－１－５－７  絶縁継手   

 

カ  接続箱・点検箱は、雨水・土砂等の侵入を防止するふたを設け

るとともに、底部に水抜口を設けること。  

 

 

        （接  続  箱）         （点  検  箱）  
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図４－１－５－８  接続箱及び点検箱   

 

(4) 電気防食機器の設置   

ア  陽極は、地盤面下 0.75ｍ以上で被防食体の直近（離隔距離 0.3

ｍ以下）に埋設し、陽極からの接続線と被防食体からの接続線は、

接続箱又は点検箱内において端子ボルトにより電気的又は機械的

に堅固に接続すること。   

イ  基準電極は、被防食体以外の金属の影響を避けるため被防食体

の直近に埋設又は打ち込むこと（打ち込む場合は、電極の長さの

３分の１以上を打ち込むこと。）。   

この場合において、施設固定基準電極の線は、点検箱内に引き

込み、電位測定用の端子を構成すること。  

   

図４－１－５－９  陽極施工例   

ウ  排水端子と被防食体との接続は、溶接又はネジ接合等により電

気的・機械的に堅固に行うこと。   

エ  被防食体と他の工作物は、絶縁継手等により電気的に絶縁され

ていること。ただし、被防食体と一体のものとして防食されてい



 535 

る工作物は、この限りでない。   

オ  接続箱等を利用した電位測定端子は、被防食体である配管延長

のおおむね 200ｍ以下ごとに２箇所以上となるように設けること。  

カ  接続箱・点検箱及び絶縁継手部には、当該箇所直近の見易い位

置にその旨を容易に消えない方法により表示すること。  

 

 

 

 

 

 

 

図４－１－５－ 10 表  示  

 

(5) システムの保持   

電気防食の生命は、陽極にあるので次の (1)及び (2)により被防食

体と陽極の平均対地電位を測定し、陽極の腐食（質量減少）の程度

を確認し測定電位が防食電位より正側の値となった時は陽極の埋め

直しを行うこと。   

ア  対地電位の測定方法は、次によること。   

対地電位は、基準電極と高抵抗直流電圧計を使用して測定すること。  

イ  対地電位の測定回数は、次によること。   

(ｱ) 前回の測定電位が、防食電位から 100ｍＶ以上負の場合は１年

に１回以上   

(ｲ) 前回の測定電位が、防食電位から 100ｍＶ未満負の場合は１年

に４回以上   

なお、イ (ｱ)・(ｲ)に掲げる測定を行ったときは、法第 14条の３

の２に基づきこれを記録保存すること。   

 

 

 

電

気

防

食 

絶

縁

継

手 

150 

以上 

50 

以上 

電

気

防

食 

接

続

箱 

150 

以上 

50 

以上 

電

気

防

食 

点

検

箱 

150 

以上 

50 

以上 

（単位： 

ミリメートル） 

 

白地黒文字 

（難燃材料以上

とする） 
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●  飽和カロメル電極基準（飽和硫酸銅電極基準）   

 

図４－１－５－ 11 防食電位測定法  

 

●  亜鉛電極基準  

    

図４－１－５－ 12 防食電位測定法   

 

(6) 過防食による悪影響を生じない範囲内   

過防食による悪影響を生じない範囲内とは、次によること。   

ア  鋼管・鋳鉄管・ダクタイル鋳鉄管又は銅管にあっては、飽和硫

酸銅電極基準による― 2.5Ｖ、飽和カロメル電極基準による― 2.42

Ｖより負の電位でないこと。   

イ  前記以外の金属管の場合にあっては、当該金属管の材質組成に

応じて決められる電位より負の電位でないこと。   

 



 537 

 

 

(7) 標  識   

電気防食が施工してある直近には、半径 100ｍ以内ごとに電気防食

が施工してある旨及び防食種別・施工年月日を記載した標識を見やす

い位置に設けること。  

    

 

 

 

 

 

 

 

図４－１－５－ 13 標  識  

 

 

200 

以上 

300 以上 

電  気  防  食  

種  別  

流  電  陽  極  方  式  

施  工  年  月  日  

平成   年   月   日  

（単位： 

ミリメートル） 

 

白地黒文字 

（難燃材料以上とする） 
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第６  可撓管継手に関する技術上の基準   

液体の危険物を貯蔵し、又は取り扱うタンク（以下第６において「タ

ンク」という。）と配管との結合部分が地震等により損傷を受けるの

を防止するための措置として、可撓管継手を用いる場合における当該

可撓管継手については、次の基準によるものとする。   

 

(1) フレキシブルメタルホース（ JISBO151「鉄鋼製管継手用語」に定

める波形たわみ金属管継手をいう。）又はユニバーサル式ベローズ

形伸縮管継手を用いる場合は、次によること。   

ア  フレキシブルメタルホースは、次によること。 (ｱ) フレキシブ

ルメタルホースの構成  フレキシブルメタルホースは、ベローズ、

端管、フランジ、ブレード等から構成され、ブレードによりベロ

ーズを補強し、所要の応力及び変形に耐える構造としたものであ

ること（次図参照）。  

       

図４－１－６－１  フレキシブルメタルホース構造図例  
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(ｲ) 材料   

ベローズ、端管、ラップジョイント、フランジ、ブレード、ネ

ックリング及びバンドの材料は、次に掲げるもの又はこれらと同

等以上の耐食性、耐熱性、耐候性及び機械的性質を有するもので

あること。   

a  ベローズにあっては、 JISG3459「配管用ステンレス鋼管」、

JISG4305「冷間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯」に定める SUS304、

316、 316、 317又は 317に適合するもの   

b  端間及びラップジョイントにあっては、 JISG3452「配管用炭素

鋼鋼管」、JISG3454「圧力配管用炭素鋼鋼管」若しくは JISG3457

「配管用アーク溶接炭素鋼鋼管」に適合するもの又は JISG3101

「一般構造用圧延鋼材」に定める SS400に適合するもの   

c  フランジにあっては、 JISB2220「鋼製溶接式管フランジ」及び

JISB2238「鋼製管フランジ通則」に適合するもの   

d  ブレードにあっては、 JISG4305「冷間圧延ステンレス鋼板及び

鋼帯」又は JISG4309「ステンレス鋼線」に定める SUS304に適合す

るもの   

e  ネックリング及びバンドにあっては、 JISG3101「一般構造用圧

延鋼材」に定める SS400に適合するもの又は JISG4051「機械構造

用炭素鋼鋼材」に定める S25Cに適合するもの   

(ｳ) フレキシブルメタルホースの長さ及び最大軸直角変位量   

長さは、次の表の左欄に掲げるフレキシブルメタルホースの呼

径（端管の内径をいう。以下同じ。）の区分ごとに同表右欄の上

段に掲げる最大軸直角変位量に応じ、同表右欄の下段に掲げる数

値以上の長さであること。   

なお、この場合において最大軸直角変位量（次図参照）は、予

想されるタンクの最大沈下量、配管の熱変形量、配管の施工誤差

量、地震時等におけるタンクと配管との相対変位量等及び余裕代

を勘案し、設定したものであること。  
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表４－１－６－１  フレキシブルメタルホースの長さ  

       

単位： mm 

呼  径  
最  大  軸  直  角  変  位  量  

  50    100    150    200    250    300    350    400 

Ｎ  Ｄ  フレキシブルメタルホースの全長Ｌ  

 40 

 50 

 65 

 80 

100 

125 

150 

200 

250 

300 

350 

400 

 500    600    700    800    900   1000   1100   1200 

 600    700    800    900   1000   1100   1200   1300 

 600    800    900   1000   1100   1200   1300   1400 

 700    800   1000   1100   1200   1300   1400   1500 

 700    900   1100   1200   1300   1400   1500   1600 

 800   1000   1200   1300   1400   1500   1600   1800 

 800   1100   1300   1500   1600   1700   1800   1900 

 900   1200   1400   1500   1700   1800   1900   2100 

1000   1400   1500   1700   2000   2100   2200   2300 

1100   1400   1700   1900   2200   2300   2500   2600 

1200   1500   1800   2000   2200   2400   2600   2800 

1300   1600   2000   2200   2500   2700   2900   3200 

 

      

図４－１－６－２  最大軸直角変位量   
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(ｴ) 端管部の長さ   

端管部の長さ（表４－１－６－１中のℓ1及びℓ2の合計をいう。）

は、当該フレキシブルホースの呼径に応じ、次の表に掲げる数値

以下の長さであること。  

表４－１－６－２  端管部の長さ  

   

(ｵ) ベローズの厚さ   

ベローズの厚さ（ベローズが多層の場合は、その合計厚さをい

う。以下同じ。）は、当該フレキシブルメタルホースの呼径に応

じ、次の表に掲げる数値以上の厚さであること。   

表４－１－６－３  ベローズの厚さ  

   

(ｶ) ベローズの強度   

a  内圧によってベローズに生ずる周方向及び長手方向の引張応力

は、当該ベローズの材料の 0.2％耐力の 60％以下℃であること。   

なお、周方向及び長手方向の引張応力の計算方法は、次による

こと。  

(a) 周方向引張応力   

      

(b) 長手方向引張応力   

  

Ｐ：最大常用圧力（ＭＰ a）   

ｎ：ベローズの層数   

ｗ：ベローズの山の高さ（㎜）   
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tp：成形による板厚減少を考慮したベローズ１層の板厚   

（ tp＝ｔ（ｄ／ｄ p） 0. 5）（㎜）   

ｔ：ベローズ１層の呼び板厚（㎜）   

ｄ：ベローズの端末直管部外径（㎜）   

dp：ベローズの有効径（㎜）（ dp＝ｄ＋ｗ）   

ｑ：ベローズのピッチ（㎜）   

b  内圧によってベローズに生ずる曲げ応力は、当該ベローズの材

料の 0.2％耐力の 60％以下であること。   

なお、曲げ応力の計算方法は、次によること。   

 

Ｐ：最大常用圧力（ＭＰ a）   

ｎ：ベローズの層数   

ｗ：ベローズの山の高さ（㎜）   

tp：成形による板厚減少を考慮したベローズ１層の板厚   

（ tp＝ｔ（ｄ／ｄ p） 0. 5）（㎜）   

ｔ：ベローズ１層の呼び板厚（㎜）   

ｄ：ベローズの端末直管部外径（㎜）   

dp：ベローズの有効径（㎜）（ dp＝ｄ＋ｗ）   

Ｃ p：第３図に示す曲げ応力に対する補正係数   

ｑ：ベローズのピッチ（㎜）  
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図４－１－６－３  曲げ応力に対する補正係数Ｃ p 

 

 

 

(ｷ) ブレードの強度   

内圧によってブレードに生ずる引張応力は、当該ブレードの材
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料の 0.2％耐力の 60％以下であること。   

なお、引張応力の計算方法は、次によること。   

       

Ｐ：最大常用圧力（ＭＰ a）   

dp：ベローズの有効径（㎜）（ dp＝ｄ＋ｗ）   

ｄ：ベローズの端末直管部外径（㎜）   

ｗ：ベローズの山の高さ（㎜）   

φ：ブレードの交叉角（度）   

Ａ：線ブレードにあっては 0.78db 2、帯ブレードにあっては   

Ｂ tb（㎜ 2）   

db：線ブレードの直径（㎜）   

Ｂ：帯ブレードの幅（㎜）   

tb：帯ブレードの厚さ（㎜）   

nb：線ブレード又は帯ブレードの本数   

(ｸ) 耐震性能   

フレキシブルメタルホースは、地震動による慣性力等によって

生ずる応力及び変形により損傷等が生じないものであること。   

(ｹ) 耐久性能   

フレキシブルメタルホースは、次に掲げる試験を行ったとき異

常がないものであること。   

a  表４－１－６－１に掲げる最大軸直角変位量まで変位させた状

態で最大常用圧力以上の水圧を５分間加えた場合に各構成部材に

有害な変形等がないこと。   

b  表４－１－６－１に掲げる最大軸直角変位量までの変形を

1,000回繰返した後、最大常用圧力の 1.5倍以上の圧力で水圧試験

を行った場合に漏れ、損傷等がないこと。   

c  最大常用圧力により 2,000回以上の繰返し加圧を行った場合に

当該フレキシブルメタルホースの長さが試験開始前の長さの

105％以下であること。  
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(ｺ) 水圧試験   

最大常用圧力の 1.5倍以上の圧力で 10分間行う水圧試験（水以外

の不燃性の液体又は不燃性の気体を用いて行う試験を含む。）を

行ったとき漏れ、損傷等の異常がないものであること。   

(ｻ) 防食措置   

フレキシブルメタルホースの外面には、さび止めのための塗装

を行うこと。ただし、ステンレス鋼材を用いる部分にあってはこ

の限りでない。   

(ｼ) 外  観   

フレキシブルメタルホースの構成部材は、亀裂、損傷等の有害

な異常がないものであること。   

(ｽ) 表  示   

フレキシブルメタルホースには、容易に消えない方法により、

最大常用圧力、ベローズの材質、製造年月及び製造者名を表示（い

ずれも略記号による表示を含む。）すること。   

イ   ユニバーサル式ベローズ形伸縮管継手は、次によること。   

(ｱ) ユニバーサル式ベローズ形伸縮管継手の構成   

ユニバーサル式ベローズ形伸縮管継手は、ベローズ、端管、フ

ランジ等から構成され、調整リングによりベローズを補強し、ス

テーボルトにより所要の応力及び変形に耐える構造としたもので

あること（次図参照）。  
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部分名称   

①ベローズ    ⑤調整リング       ⑨セットボルト   

②端  管      ⑥ステー板         ⑩リ  ブ   

③フランジ    ⑦ステーボルト   

④中間パイプ    ⑧ネックリング   

図４－１－６－４  ユニバーサル式ベローズ形伸縮管継手構造図例   

 

(ｲ) 材料   

ベローズ、端管、中間パイプ、フランジ、ステー板、ネックリ

ング、ステートボルト及び調整リングの材料は、次に掲げるもの

又はこれらと同等以上の耐食性、耐熱性、耐候性及び機械的性質

を有するものであること。   

a  ベローズにあっては、 JISG3459「配管用ステンレス鋼管」又は

JISG4305「冷間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯」に定める SUS304、

316、 316Ｌ、 317又は 317Ｌに適合するもの   

b  端管及び中間パイプにあっては、JISG3452「配管用炭素鋼鋼管」、

JISG3454「圧力配管用炭素鋼鋼管」若しくは JISG3457「配管用ア

ーク溶接炭素鋼鋼管」に適合するもの又は JISG3101「一般構造用

圧延鋼材」に定める SS400に適合するもの   

c  フランジにあっては、 JISB2220「鋼製溶接式管フランジ」又は

JISB2238「鋼製管フランジ通則」に適合するもの  

 

 

 



 547 

d  ステー板、ネックリング及びステーボルトにあっては、JISG3101

「一般構造用圧延鋼材」に定める SS400に適合するもの又は

JISG4051「機械構造用炭素鋼鋼材」に定める S25Cに適合するもの   

e  調整リングにあっては、 JISG3101「一般構造用圧延鋼材」に定

める SS400に適合するもの又は JISG5501「ねずみ鋳鉄品」に定め

る FC200に適合するもの   

(ｳ) ユニバーサル式ベローズ形伸縮管継手の長さ及び最大軸直角

変位量   

長さは、次の表の左欄に掲げるユニバーサル式ベローズ形伸縮

管継手の呼径の区分ごとに、同表右欄の上段に掲げる最大軸直角

変位量に応じ、同表右欄の下段に掲げる数値以上の長さであるこ

と。   

なお、この場合において、最大軸直角変位量（図４－１－６－

６参照）は、予想されるタンクの最大沈下量、配管の熱変形量、

配管の施工誤差量、地震時におけるタンクと配管との相対変位量

等及び余裕代を勘案し、設定したものであること。   

 

図４－１－６－５  ユニバーサル式ベローズ形伸縮管継手の長さ  
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表４－１－６－４  最大軸直角変位量  

単位： mm 

呼  径  
最  大  軸  直  角  変  位  量  

  50    100    150    200    250    300    350    400 

Ｎ  Ｄ  ユニバーサル式ベローズ形伸縮管継手の全長Ｌ′  

 80 

100 

125 

150 

200 

250 

300 

350 

400 

450 

500 

550 

600 

650 

700 

750 

800 

900 

1000 

 1100 

 1200 

 1300 

 1400 

 1500 

 700   1000   1400   1700   2100   2400   2700   3100 

 700   1100   1400   1800   2100   2500   2800   3200 

 800   1200   1600   2000   2300   2700   3100   3500 

 800   1200   1600   2000   2400   2800   3200   3600 

 900   1300   1700   2100   2500   2900   3300   3700 

1000   1400   1800   2200   2600   3000   3300   3700 

1000   1400   1800   2200   2600   3000   3300   3700 

1100   1500   1900   2300   2700   3100   3400   3800 

1200   1600   2100   2400   2800   3200   3600   4000 

1200   1700   2200   2600   3100   3500   4000   4500 

1300   1800   2300   2800   3300   3800   4300   4800 

1300   1900   2500   3000   3600   4100   4700   5300 

1400   1900   2500   3000   3600   4100   4700   5300 

1400   1900   2500   3000   3600   4100   4700   5300 

1400   2000   2500   3000   3600   4100   4700   5300 

1500   2100   2600   3100   3700   4200   4700   5300 

1500   2100   2700   3200   3800   4300   4800   5400 

1600   2200   2800   3400   4000   4600   5200   5800 

1800   2600   3300   4100   4800   5500   6300   7000 

1900   2800   3600   4400   5200   6000   6800   7600 

2000   2900   3800   4700   5600   6500   7300   8200 

2100   3100   4000   5000   5900   6900   7900   8800 

2200   3200   4300   5300   6300   7400   8400   9400 

2200   3400   4500   5600   6700   7600   8900  10000 
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図４―１－６－６  最大軸直角変位量   

 

(ｴ) 端管部の長さ   

端管部の長さ（表４－１－６－５中のℓ′  及びℓ′  の合計をい

う。）は、当該ユニバーサル式ベローズ形伸縮管継手の呼径に応

じ、次の表に掲げる数値以下の長さであること。  

 

           表４－１－６－５  端管部の長さ  

    

 

(ｵ) ベローズの厚さ   

ベローズの厚さは、当該ユニバーサル式ベローズ形伸縮管継手

の呼径に応じ、次の表に掲げる数値以上の厚さであること。  

 

 

 

 

1  2  
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表４－１－６－６  ベローズの厚さ  

   

(ｶ) ベローズの強度   

内圧によってベローズに生ずる周方向及び長手方向の引張応力

は、当該ベローズの材料の 0.2％耐力の 60％以下であること。なお、

周方向及び長手方向の引張応力の計算方法は、次によること。   

a  周方向引張応力   

      

b  長手方向引張応力   

      

Ｐ：最大常用圧力（ＭＰ a）   

ｎ：ベローズの層数   

ｗ：ベローズの山の高さ（㎜）   

dp：ベローズの有効径（㎜）（ dp＝ｄ＋ｗ）   

ｄ：ベローズの端末直管部外径（㎜）   

tp：成型による板厚減少を考慮したベローズ一層の板厚   

（ tp＝ｔ（ｄ／ dp） 0 .5）（㎜）   

t：ベローズ 1層の呼び板厚（㎜）  

ｑ：ベローズのピッチ（㎜）   

Ａ b：ベローズ１山当りの断面積（㎜ 2）   

（Ａ b＝ 0.571ｑ十２ｗ）・ tp・ n）   
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Ｒ：ベローズによって抑止された内圧力と調整リングによっ

て抑止された内圧力の比  Ａ b・Ｅ b／Ａ r・Ｅ r  

Ｅ b：ベローズ材料の縦弾性係数（Ｎ／㎜ 2）   

Ａ r：調整リング１個の断面積（㎜ 2）   

Ｅ r：調整リング材料の縦弾性係数（Ｎ／㎜ 2）   

(ｷ) ステーボルトの強度   

内圧によってステーボルトに生ずる引張応力は、当該ステーボ

ルトの材料の規格最小降伏点の 60％以下であること。なお、引張

応力の計算方法は、次によること。   

  

Ｐ：最大常用圧力（ＭＰ a）   

ｄ p：ベローズの有効径（㎜）（ｄ p＝ｄ＋ｗ）   

ｄ：ベローズの端末直管部外径（㎜）   

ｗ：ベローズの山の高さ（㎜）   

ds：ステーボルトのねじの谷径（㎜）   

ns：ステーボルトの本数   

(ｸ) 耐震性能   

ユニバーサル式ベローズ形伸縮管継手は、地震動による慣性力

等によって生ずる応力及び変形により損傷等が生じないもので

あること。   

(ｹ) 耐久性能   

ユニバーサル式ベローズ形伸縮管継手は、次に掲げる試験を行

ったとき異常のないものであること。   

a  表４－１－６－４に掲げる最大軸直角変位量まで変位させた状

態で最大常用圧力以上の水圧を５分間加えた場合に各構成部材

に有害な変形等がないこと。   

b  表４－１－６－４に掲げる最大軸直角変位量までの変形を

1,000回繰返した後、最大常用圧力の 1.5倍以上の圧力で水圧試験

を行った場合に漏れ、損傷等がないこと。  

(ｺ) 水圧試験   
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最大常用圧力の 1.5倍以上の圧力で 10分間行う水圧試験（水以

外の不燃性の液体又は不燃性の気体を用いて行う試験を含む。）

を行ったとき漏れ、損傷等の異常がないものであること。   

(ｻ) 防食措置   

ユニバーサル式ベローズ形伸縮管継手の外面には、さび止めの

ための塗装を行うこと。ただし、ステンレス鋼材を用いる部分に

あっては、この限りでない。   

(ｼ) 外  観   

ユニバーサル式ベローズ形伸縮管継手の構成部材は、亀裂、損

傷等の有害な異常がないものであること。   

(ｽ) 表  示   

ユニバーサル式ベローズ形伸縮管継手には、容易に消えない方

法により、最大常用圧力、ベローズの材質、製造年月及び製造者

名を表示（いずれも略記号による表示を含む。）すること。   

 

(2) フレキシブルメタルホース又はユニバーサル式ベローズ形伸縮

管継手以外の可とう管継手を用いる場合は、前記１に掲げるフレキ

シブルメタルホース又はユニバーサル式ベローズ形伸縮管継手と

同等以上の安全性を有するものであること。  

 

(3) 繰返し寿命計算式例   

１ (1)ケ (ｲ)及び１ (2)ケ (ｲ)に規定する耐久性能試験は、当該可撓

管継手と同一呼径（呼径が 250㎜を超えるものにあっては 250㎜のも

の）の可撓管継手の試験成績によることができるものとし、この場

合は次の計算式を参照すること。   

ア   最大軸直角変位量により作用するベローズ単位山の等価伸縮量ｅ（㎜）   

(ｱ) フレキシブルメタルホース  

       

(ｲ) ユニバーサル式ベローズ形伸縮管継手  
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イ   最大軸直角変位量による繰返し寿命  Ｎ a（回）  

        

フレキシブルメタルホース  

         

    ユニバーサル式ベローズ形伸縮管継手  

          

dp ：ベローズの端末直管部外径  （㎜）   

Ｙ  ：最大軸直角変位量  （㎜）   

Ｎ  ：ベローズの山数（複数について片側）   

ｑ  ：ベローズのピッチ  （㎜）   

Ｌ  ：ベローズの長さ（中間パイプを含む）（㎜）   

ℓ  ：中間パイプの長さ  （㎜）   

Ｅ b ：ベローズ材料の縦弾性係数  （Ｎ／㎜ 2）   

ｔ  ：ベローズ一層の呼び板厚  （㎜）   

Ｗ  ：ベローズの山の厚さ  （㎜）   

Ｐ  ：最大常用圧力  （ＭＰ a）  

 

(4) 耐震性能評価基準   

(1)ア (ｸ)及び (1)イ (ｸ)に規定する耐震性能は次によること。   

ア   フレキシブルメタルホースは、次によること。   

(ｱ) 次の式（繰返し回数 200回とした場合の計算式）による軸直角

変位量の計算結果が表４－１－６－１に掲げる最大軸直角変位

量の２倍以上の値であること。   
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Ｙ：軸直角変位量  （㎜）   

Ｐ：最大常用圧力  （ＭＰ a）   

Ｎ：ベローズの山数   

ｗ：ベローズの山の高さ  （㎜）   

ｔ：ベローズ１層の呼び板厚（㎜）   

ｄｐ：ベローズの有効径  （㎜）   

ｑ：ペローズのピッチ  （㎜）   

Ｅ b：ベローズ材料の縦弾性係数（Ｎ／㎜ 2）   

(ｲ) 最大常用圧力の水圧で加圧した状態において最大常用圧力の

３倍の加圧に相当する軸方向引張力を加えた場合に水漏れがな

く、かつ、当該継手の長さが試験開始前の長さの ll5％以下であ

ること。   

(ｳ) 両端固定水平置きの状態（専用支持部材を使用するものにあっ

ては、その状態）でその内部を満水にし、中央部に全重量の１／

２の荷重、を加えた場合、水漏れ、損傷等がないこと。   

イ   ユニバーサル式ベローズ形伸縮管継手は、次によること。   

(ｱ) 次の式（繰返し回数 200回とした場合の計算式）による軸直角

変位量の計算結果が表４－１－６－４に掲げる最大軸直角変位

量の２倍以上の値であること。   

      

Ｙ：軸直角変位量  （㎜）   

Ｐ：最大常用圧力  （ＭＰ a）   

Ｎ：ベローズの山数  （片側）   

ｗ：ベローズの山の高さ  （㎜）   

ｔ：ベローズ１層の呼び板厚  （㎜）   

ｄｐ：ベローズの有効径  （㎜）   
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ｑ：ペローズのピッチ  （㎜）  

Ｅ b：ベローズ材料の縦弾性係数  （Ｎ／㎜ 2）   

Ｌ：ベローズの長さ（中間パイプを含む。）（㎜）   

ℓ：中間パイプの長さ  （㎜）   

(ｲ) 最大常用圧力により加圧した状態において最大常用圧力の３

倍の加圧に相当する軸方向引張力を加えた場合に水漏れがなく、

かつ、当該継手の長さが試験開始前の長さの 102％以下であるこ

と。   

(ｳ) 両端固定水平置きの状態でその内部を満水にし、中央部に全重

量の１／２の荷重を加えた場合、水漏れ、損傷等がないこと。  
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７  溶接施工方法確認試験要領   

危険物告示第４条の 21の２第１項中「これに準ずるもの」とは下記

のとおりとする。   

 

(1) 鋼板の厚さ   

ア   突合せ継手   

試験材の厚さに応じ、次表に定める厚さを区分とする。なお、

板厚が異なる場合は、薄い方の板の厚さによる。  

 

試験材の厚さ (㎜ ) 鋼板の厚さ  

10㎜未満  3.2㎜以上で試験材の厚さの２倍以下※  

10㎜以上  4.5㎜以上で試験材の厚さの２倍以下※  

※各ビードの厚さが 13㎜を超える場合、試験材の厚さの 1.1倍以下   

 

イ   重ねすみ肉継手   

試験材の厚さの組合せを区分とする。なお、・鋼板の板厚が異

なる場合は薄い方の板の厚さによる。   

ウ   Ｔ継手   

アニュラ板又は底板用試験材の厚さを 12㎜以下、 12㎜を超え 15

㎜以下、 15㎜を超え 18㎜以下、 18㎜を超え 21㎜以下、 21㎜を超え

るものに区分し、これに応じてアニュラ板又は底板の鋼板の厚さ

を同様の区分とする。   

 

(2) 鋼板の種類   

鋼板の種類の区分は次表による。なお、材料規格には同等以上の

機械的性質及び溶接性を有する材料を含むものとし、２以上の鋼板

の種類を使用する場合は、その組合せを１区分とする。  
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種    類  材   料   規   格  

軟鋼  SS400,SM400,SMA400,SPV235 

50キログラム級   

高張力鋼  

SM490,SMA490,SM520,SPV315, 

SPV355,SM490Y, 

60キログラム級   

高張力鋼  
SM570,SMA570,SPV450,SPV490 

高張力鋼で、焼入れ及び焼

戻しによって規定の性質

を得るもの  

SM570Q,SMA570Q,SPV450Q, SPV490Q 

 

(3) 被覆アーク溶接棒   

日本工業規格 Z3211「軟鋼用被覆アーク溶接棒」、 Z3212「高張力

鋼用被覆アーク溶接棒」及び Z3221「ステンレス鋼被覆アーク溶接棒」

をそれぞれ１区分とする。これ以外のものについては、溶接棒の種

類ごとに区分する。   

なお、２種類以上の溶接棒を併用する場合は、その組合せごとに

区分とする。   

 

(4) フラックス   

フラックスの種類ごとに区分とする。   

 

(5) 溶接ワイヤ   

マグ溶接用ワイヤ、ティグ溶接用ワイヤ、ミグ溶接用ワイヤ及び

サブマージアーク溶接用ワイヤごとに区分とする。ただし、ミグ又

はマグ溶接ワイヤについては、ソリッドワイヤとフラックス入りワ

イヤをそれぞれ１区分とする。  

これ以外のワイヤについては、溶接用ワイヤの種類ごとに区分と

する。   

 

(6) 溶接姿勢   
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溶接姿勢の区分は、下向き、横向き及び立向きとする。  

 

(7) 溶接方法   

次表に示す溶接方法の種類ごと、又はその組合せにより区分とする。 

種       類  備       考  

被覆アーク溶接  

サブマージアーク溶接  

ティグ溶接  

ミグ溶接  

マグ溶接  

(炭酸ガス溶接を含む ) 

自動アーク溶接  

手     動  

自     動  

手     動  

半   自   動  

半   自   動  

 

上記の溶接方法の内で白動で行うもの  

 

なお、エレクトロガスアーク溶接、エレクトロスラグ溶接などは

それぞれ１区分とする。   

 

(8) 予熱   

予熱は、それを行うか行わないかにより区分とする。また、予熱

を行う場合は、その温度の下限を区分とする。   

 

(9) 溶接後熱処理   

溶接後熱処理の区分は、それを行うか行わないかにより区分とす

る。   

また、溶接後熱処理を行う場合は保持温度の下限と最低保持時問

の組合せにより区分とする。  

 

(10) シールドガス   

シールドガスの区分は、その種類ごとに区分とする。なお、２以

上のガスを混合する場合には、その組合せごとに１区分とする。   

 

(11) 裏面からのガス保護   
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裏面からのガス保護の区分は、それを行うか行わないかにより区

分とする。   

 

(12) 電極   

電極の区分は、単極又は多極とする。   

 

(13) 層盛り   

多層盛りと一層盛りにより区分とする。  
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８  炭化水素系物質の蒸発防止設備設置基準   

危険物製造所等に附属して炭化水素系物質の貯蔵及び取扱いに

伴う蒸発防止設備 (以下｢蒸発防止設備｣という｡)を設置する場合は、

次の基準によるものとする。   

 

(1) 吸着方式（凝縮方法との併用を含む。）   

当該方式は、可燃性蒸気回収管によって、可燃性蒸気を活性炭等

の吸着剤に導き、吸着回収する方式で製造所、屋内貯蔵所、屋外タ

ンク貯蔵所、地下タンク貯蔵所、給油取扱所及び一般取扱所に設置

する場合に適用するものであり､危険物製造所等の附属設備として

規制するものである。   

ア   位  置  等   

(ｱ) 保安距離   

製造所、屋内貯蔵所、屋外タンク貯蔵所及び一般取扱所に当該

設備を設ける場合において､危険物令第９条第１項第１号 (危険

物令第 19条において準用する場合を含む｡以下向じ｡)危険物令第

10条第１項第１号及び危険物令第 11条第１項第１号に規定する

保安距離は､当該設備について適用しないことができる。   

(ｲ) 保有空地   

a  製造所、屋内貯蔵所及び一般取扱所の保有空地内に設けるもの

にあっては、当該設備からそれぞれ必要な空地を保有すること。  

ただし、危険物製造所等の保有空地外に設けるものについては、

当該設備の周囲に３メートル以上の空地を保有すること。   

b  屋外タンク貯蔵所に設けるものにあっては、防油堤の外とし、

その位置は屋外タンク貯蔵所のポンプ設備の位置の例によること。  

c  地下タンク貯蔵所に設けるものにあっては、その位置は地下タ

ンク貯蔵所のポンプ設備の位置の例によること。   

d  給油取扱所に設けるものにあっては、当該設備の周囲に２メー

トル以上の空地を保有し、かつ、給油に支障ない火災予防上安全

な場所に設けること。   

イ   構  造   
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(ｱ) 設備本体の構造等は、次によるものであること。  

a  吸着装置は、堅固な基礎の上に固定すること。   

b  吸着装置は、鋼板等の金属板で気密に造ること。   

c  吸着剤取出口等の開口部を設ける場合は、当該開口部に設ける

ふたの材質は bの例によるとともに、耐油性のパッキン等を用い

ることにより気密性を保つことのできるものとすること。  

d  設備本体と回収管との接続部付近に、圧力測定のためのマイメ

ーター等の圧力測定装置取付口を設けること。   

e  蒸発防止設備の通気抵抗は、dに掲げる圧力測定装置取付口にお

いて示される内部圧力が１キロパスカル以下となること。  

f  蒸発防止設備の外面には、さびどめのための塗装をする等の措

置が講じられているものであること。  

g  保冷材を用いる場合にあっては、グラスウール等の不燃性の材

料とすること。   

(ｲ) 冷却部を設ける場合の構造等については、次によること。  

a  冷却管及び冷媒配管は、金属性のものとすること。  

b  冷媒は、危険物以外とすること。  

c  電気設備については、第４章第１「電気設備の基準」2によるこ

と。   

(ｳ) 排出管については、第３章第１節「製造所等の共通基準」 11の

配管の例によるほか、次によること。   

a  直径は 30ミリメートル以上とし、かつ、弁を設けないこと。   

b  先端は、水平より下に 45度以上曲げ、雨水の浸入を防ぐ構  造と

すること。   

c  先端には、細目の銅網等による引火防止装置を設けること。   

d  先端は、屋外にあって地上４メートル以上の高さとし、かっ、

建築物の窓、出入口等の開口部から 1メートル以上離すこと。   

e  排出管は、滞油するおそれのある屈曲をさせないこと。   

(ｴ) 回収管については、次によること。   

a  複数の回収管を１本にまとめて同時に処理する場合にあっては、

同一品名ごとに接続できるものであること。   
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b  地下に埋設するものにあっては、第３章第６節「地下タンク貯

蔵所の基準」14に規定する地下タンク貯蔵所の配管の例によるこ

と。   

c  直径は 30ミリメートル以上とし、かつ、弁を設けないこと。   

d  滞油しないように適当な勾配をつけること。   

(ｵ) 吸着装置を納める建築物等   

a  壁、柱、床及びはりは、不燃材料で造ること。   

b  屋根は、不燃材料で造るとともに､石綿板､金属板その他の軽量

な不燃材料でふくこと。   

c  窓及び出入口には、防火設備を設けること。   

d  窓又は出入口にガラスを用いる場合には、網入ガラスとするこ

と。   

e  吸着装置の室内に滞留する可燃性の蒸気を屋外の高所に排出す

る設備を設けること。   

ウ   消火設備   

蒸発防止設備には、次に定めるところにより、消火設備を設け

る  ものであること。   

(ｱ) 製造所、屋内貯蔵所、屋外タンク貯蔵所、地下タンク貯蔵所、 

給油取扱所及び一般取扱所に設けられる第５種の消火設備が、次  

のすべてに適合する場合は、当該消火設備をもって蒸発防止設備  

の消火設備とみなすことができるものであること。   

a  蒸発防止設備からの歩行距離が 15メートル以内となること。   

b  電気設備にも適応するものとすること。ただし、蒸発防止設備

が電気を用いるものでない場合は、この限りでない。   

(ｲ) ア以外の場合にあっては、蒸発防止設備に対し、ア (ｱ)及び (ｲ)

に適合するように別に第５種の消火設備を１個以上設けること。  

エ   取扱いの基準   

蒸発防止設備の取扱いについては、危険物令等の関係規定によ

る  ほか、次に定めるところによるものであること。   

(ｱ) 危険物を当該タンク等へ注入中に蒸発防止設備のふたを開く

等、通気管の先端以外の部分から、みだりに可燃性蒸気を発散さ
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せないこと。   

(ｲ) 使用済の吸着剤を蒸発防止設備から取り出す場合は、付近に火

源となるものがないことを確認のうえ、直ちに専用の不燃性運搬

容器に収納処理すること。   

(ｳ) 蒸発防止設備のふたは、必要時以外は閉鎖しておくこと。  

 

    

       

図４－１－８－１  吸着方式の例   

 

         

図４－１－８－２  吸着塔の例   
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図４－１－８－３  冷却器の例   

 

(2) 返還方式（凝縮方式との併用を含む。）   

当該方式は、給油取扱所、地下タンク貯蔵所及び移動タンク貯蔵

所に設置する場合に適用するもので、タンクの通気管、計量装置、

予備口等に排出遮断弁等を設けて、可燃性蒸気を回収する方式をい

うもので、給油取扱所等の附属設備として規制するものである。   

ア   位  置   

冷却設備を設けるものにあっては、冷凍機本体の周囲に１メー

トル以上の空地を保有するとともに、給油に支障ない火災予防上

安全な場所に設けること。   

イ   構  造   

設備の構造は、次によるものであること。   

(ｱ) 移動タンク貯蔵所にあっては、次によること。   

a  移動貯蔵タンクに可燃性蒸気を回収するための回収口を設ける

場合は、タンクの間仕切によって仕切られた部分（各室）ごとに

設けること。   

b  回収口には､可燃性蒸気を回収するホース (以下「回収ホース」

という。 )を結合するための結合装置を設けること。   

c  結合装置の回収ホース結合口には、回収ホースが緊結された場

合に限り開放される弁を設けること。   
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図４－１－８－４  結合装置に回収ホースが緊結された場合の例  

 

       

図４－１－８－５  通常の状態における結合装置の例   

    

図４－１－８－６  結合装置に回収ホースが緊結された場合の例  
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図４－１－８－７  通常の状態における結合装置の例  

d  結合装置の回収ホース結合口は、異径媒介金具等により、すべ

ての回収ホースが結合できる構造とすること。   

e  結合装置に設ける弁の材質は、耐油性を有すること。   

f  結合装置の回収ホース結合口には、ふたを設けること。   

g  結合装置の頂部は、防護枠の頂部より 50ミリメートル以上低い

こと。また、防熱、防じん
・ ・

のためのカバー等を設けるものにあっ

ては、次図の例によること。  

   

図４－１－８－８  マンホールに給合装置を備えた例   

h  回収口を安全装置の一部に設けるものにあっては、安全装置の

吹き出し部分の有効面積に支障がないものであり、その旨を示す

計算書を添付させるものであること。また、回収口を安全装置の

一部に設けるものにあっては、次図の例によること。  

       

図４－１－８－９  回収口を安全装置の一部に設けた場合の例   
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i  結合装置の構造は、可燃性蒸気が漏えいしないこと。   

j  移動貯蔵タンクのマンホールに、結合装置を備えた回収口を設

ける場合にあっては、次によること。   

(a) マンホール及び回収口を固定するための金具の材質は、真ち

ゅう、その他衝撃等によって火花を生じ難いものであること。   

(b) 回収口にシール材料を使用するものにあっては、耐油性を有

すること。   

(c) 回収口は、すべて結合装置に結合できる構造とすること。  

例１   

     

例２   

     

図４－１－８－ 10 移動貯蔵タンクのマンホールに回収口を設けた例  

 

(ｲ) 給油取扱所及び地下タンク貯蔵所にあっては、次によるもので

あること。   

a  通気管は、次によること。   

(a) 回収中に通気管から排出を遮断するために設ける弁 (以下「排

出遮断弁」という。)は、可燃性蒸気回収時以外は開放状態が  確
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保されていること。  なお、排出遮断弁には、 (2)イ (ｱ)cの例に

示すようなものがある。   

(b) 排出遮断弁の開放状態における通気面積は、無弁通気管の通

気面積と同等以上であること。   

(c) 回収ホースを結合するための結合装置を通気管に設けるもの

にあっては、次によること。   

①  通気管の先端以外に可燃性蒸気が漏えいしないこと。  

②  回収ホース結合口には､回収ホースが緊結された場合に限り

開放される排出遮断弁を併設すること。   

③  排出遮断弁の材質は、耐油性を有すること。   

④  回収ホース結合口には、ふたを設けること。   

⑤  数基のタンクの通気管を１本にまとめて結合装置を設ける

場合にあっては、同一品名ごとに設けることができる。   

b  回収ホースを結合するための結合装置を専用タンクの計量装

置の一部又は予備口に設ける場合にあっては､前記 a[③及び⑤を

除く。 ]によるほか、次によること。   

(a) 結合装置の構造は、可燃性蒸気が漏えいしないこと。   

(b) 結合装置を専用タンクの計量装置の一部に設けるものにあっ

ては、計量装置の機能に支障がないこと。   

c  回収ホースは、次によること。   

(a) 可燃性蒸気の流動に支障となる変形及び漏れが容易に生じな  

いこと。   

(b) 材質は、耐油性を有すること。   

(c) 長さは、 10メートル以下であること。   

(d) 太さは、 30ミリメートル以上であること。   

d  回収ホースに設ける結合金具は、ア (ｺ)の例によること。   

e  冷却部を設ける場合の構造等は、１ (2)イの例によること。   

f  蒸発防止設備には、当該設備の内部圧力が 8.8キロパスカル以

上になった場合に、通気管より圧力を放出する安全装置を設ける

こと。   

g  当該方法を設置する場合の専用タンクの計量装置は、密閉式の
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ものとすること。   

ウ  取扱いの基準   

蒸発防止設備の取扱いについては､危険物令等の関係規定によ

るほか､次に定めるところによるものであること。   

(ｱ) 可燃性蒸気回収のための回収ホース結合口のふたは、必要時以

外は閉鎖しておくこと。   

(ｲ) 専用タンクに危険物を注入中は、通気管の先端以外の部分から   

可燃性蒸気を発散させないこと。   

(ｳ) 回収ホースの離脱は、可燃性蒸気をみだりに周囲に拡散しない

方法をとること。   

例１   

  

例２   

  

図４－１－８－ 11 通気管圧力を放出するための安全装置の例   
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図４－１－８－ 12 回収ホースを通気管に結合する返還方式の例  

        

図４－１－８－ 13 回収ホースを計量装置の一部及び予備口に結合

する返還方式の例   
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図４－１－８－ 14 通気管を１本に集合し回収ホースに結合する返

還方式の例  

 

 

     

図４－１－８－ 15 冷却設備を併設した返還方式の例   

 

(3) 吸収方式（凝縮方式との併用を含む。）   

当該方式は､可燃性蒸気を回収管によって回収し､軽油等の吸収
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液で吸収した後、屋外貯蔵タンク等に戻す方式で､製油所､油槽所等

の製造所､屋外タンク貯蔵所及び一般取扱所に設置する場合に適用

するものであり、次により規制するものであること。   

ア   吸収液に軽油等の危険物を用いる場合は、一般取扱所とするこ

と。   

ただし､製造所又は一般取扱所に隣接して設ける蒸発防止設備

は､当該危険物製造所等の附属設備とすること。   

イ   吸収液に水､その他危険物以外のものを用いる場合は､主たる危

険物製造所等の附属設備とすること。ただし、危険物製造所等の

保有空地の外に設ける蒸発防止設備については、この限りでない。  

ウ   位置等   

(ｱ) 保安距離   

附属設備となる蒸発防止設備は､(1)ア (ｱ)(危険物令第 10条第

１項第１号を除く。 )の例によるものであること。   

(ｲ) 保有空地   

附属設備となる蒸発防止設備は、 (1)ア (ｲ)〔 c及び dを除く。〕

の例によるものであること。  

エ   構造   

(1)イの例によるほか、次の例によるものであること。   

吸収装置は、その直下の地盤面の周囲に高さ 0.15メートル以上の

囲いを設けるとともに、当該地盤面は、コンクリートその他危険物

が浸透しない材料でおおい、かつ、適正な傾斜及び油分離装置をそ

なえた貯留設備（ためます）を設けること。ただし、吸収液に水、

その他危険物以外のものを用いる場合は、この限りでない。   

オ   消火設備   

附属設備となる蒸発防止設備は、1(3)の例によるものであること。 

  

(4) 燃焼方式   

当該方式は、可燃性蒸気をボイラー等の燃焼炉に送風し、可燃性

分を燃焼させる方式で、製造所又は一般取扱所に設置する場合に適

用するものであり、次により規制するものであること。   



 573 

ア   燃焼炉の熱源に灯油等の危険物を用いる場合は、その燃料消費

量等により規制をするものであること。   

イ   燃焼炉の熱源に危険物以外のものを用い、かつ、危険物製造所

等に隣接して設ける場合は、当該危険物製造所等の附属設備とする

ものであること。ただし、危険物製造所等の保有空地の外に設ける

蒸発防止設備は、この限りでない。   

 

(5) 触媒酸化方式   

当該方式は､白金等の酸化触媒を使用し､260度から 450度までの

温度で可燃性蒸気を酸化し除去する方法で、金属板塗装、印刷等の

一般取扱所に設置する場合に認められるものであること。  
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第２  製造所・一般取扱所  

 

１  危険物製造所等の保有空地等における植栽について  

(1) 植栽要領等   

ア  植栽可能場所   

保有空地等の植栽可能場所は、次に定める場所以外の場所とする。 

なお、植栽可能場所のうち、表４－２－１－１に掲げる場所以外

の場所については、特段の植栽制限はしないものとする。   

(ｱ) 消防水利の周辺で、消防車両の取水障害となる場所   

(ｲ) 消防活動上必要な道路、通路等及び危険物製造所等の出入口の

周辺   

(ｳ) 敷地内に設けてある防災用の標識の視認障害となる場所   

(ｴ) 危険物製造所等、消防用設備等の維持管理上必要な場所   

(ｵ) その他消防長又は消防署長が火災予防上、延焼防止又は消防活

動上支障となると認める場所   

イ  植栽の種別   

(ｱ) 芝生等とは、芝生、クローバその他これらに類するものをいう。  

(ｲ) 低木とは、おおむね１メートル以下の高さで、常緑のツツジ、

サツキその他これらに類するものをいう。   

(ｳ) 中木とは､将来おおむね１メートルから５メートルまでの高さ

となる常緑広葉樹で､ツバキ、サザンカその他これらに類するも

のをいう。   

(ｴ) 高木とは、将来おおむね５メートル以上の高さとなるクスノキ、

シイノキその他これらに類するものをいう。   

ウ   植栽要領   

図４－２－１－１から図４－２－１－４までによることとする。  

なお、植栽にあたっては、根が危険物製造所等へ影響するおそれ

がある場合には、石、レンガ、コンクリート等による防護措置をす

るものとする。   

エ   維持管理   

植栽された樹木については、火災予防上、延焼防止上又は消防活
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動上の支障とならないよう維持管理するものとする。   

維持管理の高さは、おおむね次のとおりとする。   

低木  １メートル以下   

中木  ５メートル以下   

(2) 手続き   

別添１に掲げる場所（地下タンク貯蔵所を除く。）の植栽につい

ては、事前に配置図等を提出させ、火災予防上、延焼防止上又は消

防活動上の支障のないことを確認し、図面に受付印を押印するもの

とする。   

なお､事務分担は､予防課危保安係とする。   

(3) 既存の植栽の取扱い   

既存の植栽については、植栽の変更等の機会にできるだけ２に示

す植栽要領等に適合するよう指導する。◆  
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第４－２－１－１ 保有空地内等の植栽要領 

区 分 場    所 
植 栽 の 種 別 

条   件   等 
芝生等 低 木 中 木 高 木 

保 

有 

空 

地 

内 

製 造 所 

一般取扱所 

屋内貯蔵所等

（注２） 

建
築
物
・
施
設 

出入口周辺（左右１ｍ以上） 

○ × × × 
構内道路より出入口に至る通路部分は植栽できないものとす

る。（図４－２－１－２参照） 

開口部周辺（左右１ｍ以上） ○ △ × × 低木は開口部の高さ以下かつ１列とすること。 

その他 ○ ○ ○ × 周辺にホース延長可能な幅を有すること。(図 4-2-1-2 参照) 

屋 外 

タンク 

貯蔵所 

防油堤及び防油堤内 ○ × × × 防油堤内の芝生等は常緑のものに限ること。 

防油堤に面する配管敷設部分等の空地 ○ △ △ × 
低木及び中木（原則１列）は防油堤の高さ以下とすること。(図

４－２－１－３参照) 

保有空地最速部周辺 ○ ○ ○ × 
保有空地の 10 分の１以下の範囲とするが、空地内の隊員の移

動は、可能であること。 

屋 外 

貯蔵所 

出入口周辺（左右 1ｍ以上） ○ × × ×  

その他 ○ ○ × ×  

配・管 配管周辺 ○ △ × × 低木は点検等維持管理上支障とならない範囲に植栽できる。 

保 

有 

空 

地 

以 

外 

給
油
取
扱
所
（
注
３
） 

防火塀 ○ ○ △ × 中木は防火塀の高さ以下かつ１列とすること。（図 4-2-1-4 参照） 

通気管周辺 ○ △ × × 低木は通気管周辺１ｍ以内を除く。 

計量機周辺 ○ △ × × 
低木は固定給油設備ホース全長に応じて周囲一定範囲内及び

固定注油設備周辺１ｍ以内を除く。 

事務室等周辺 ○ ○ × ×  

地下タンク

貯蔵所 
直上部（注４） ○ × × ×  

 （注１）○は可、△は状況により可、×は不可を示す。 

 （注２）建築物の延べ面積が 30 ㎡以下のものは、低木及び中木の植栽制限がないものとする。 

 （注３）給油空地は植栽できないものとする。 

 （注４）周辺部については、植栽制限がないものとする。 
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図４－２－１－１ 事業所敷地内植栽可能場所 
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図４－２－１－２ 製造所・一般取扱所等の植栽要領 
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図４－２－１－３ 屋外タンク貯蔵所の植栽要領 
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図４－２－１－４ 給油取扱所の植栽要領 
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２  乾燥設備の保安対策の例  

(1) 危険要因と安全対策  

   乾燥設備は、乾燥材料、除去物質の種類、物性、形態、更に工程中に

おける利便性経済性等、種々の要件を考慮し、多くの乾燥方式及びそれ

に基づく機種が工業的に利されている。一般に、乾燥設備はそれ自体熱

源を有し、また、乾燥材料の中には可燃物質、物理的・化学的に不安定

な物質、更には多量の有機溶剤を含んだ物質等、潜在危険の高い多種多

様の物質が処理されているのが現状である。  

   乾燥設備についての出火、爆発の危険性を検討し、考慮すべき基本的

な安全対策について項目ごとにまとめると、次のとおりである。  

   なお、下表は各危険要因に対比して安全対策を列記したものであり、

必ずしもこれら全ての安全対策を講ずる必要はなく、一つの安全対策を

講ずることにより他の複数の危険要因が必然的に防止可能な場合が多く

ある点に留意すること。また、保安対策の基本的な考え方は、一つのト

ラブルで重大な危険と直結することを回避することであり、予測させる

危険性の程度に応じて二次的、三次的な安全対策を講ずるという考えが

一般的である。  

危険要因  安全対策  

機種選定  

乾燥材料、除去物質の物性・形態
等に応じた乾燥設備の機種設定を
誤り、乾燥材料等から出火する。 

 

熱・衝撃等に不安定な物質の乾燥にあっては、真空乾燥、凍結
乾燥等の静置状態での低温乾燥又は不活性ガス中の乾燥方式と
する。 

気流乾燥、流動層乾燥、粉砕乾燥、噴流層乾燥、噴霧乾燥（ス
プレードライヤー）方式のものにあっては、多量の粉体が浮遊
し、乾燥材料によっては粉じん爆発の危険性が高いため、特に
静電気防止等に配慮する。 

なお、バグフィルタを組み込んだものにある。バグハウスは接
地する等の静電気対策を講ずるとともに、必要により温度管理、
放爆措置、消火設備の設置等を行う。 

可燃性粉じん、有機溶剤等を多量に含んだ（注１）、電熱機器を
用いた設備は使用しない。（例えば、赤外線乾燥にあっては、ガ
ス濃度を爆発下限界の 1/4以下とし必要に応じエアーカーテン、
ガラス板等で仕切り措置をする。） 

熱風循環式（注２）の通気バンド乾燥、箱型乾燥、バンド流動層
乾燥、流動層乾燥、気流乾燥等の設備は、特に排気温度、ガス
濃度が上昇し、また、機壁、ダクト内にミスト等が凝縮し易く、
ガス濃度、温度センサーの設置、更にフィルタ等でのミストの
捕捉措置をする必要がある。 

バンド乾燥、バンド流動乾燥、ドラム乾燥等は、乾燥材料の粒 
子破壊による粉じん発生を防止することが可能である。 
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危険要因  安全対策  

設置場所  

乾燥設備、熱風ダクト等からの熱
伝導、熱放射により出火する。 

可燃物から十分な距離を確保する。（条例第３条参照） 

乾燥設備周辺に滞留した可燃性ガ
ス等に加熱装置等より引火する。 

可燃性ガス、粉じん等が滞留するおそれのある場所には、加熱
装置として電熱機器、バーナー燃焼方式を用いる設備は設けな
い。 

乾燥室本体  

乾燥設備の爆発により建築物等を
破壊する。 

乾燥炉には使用形態等に応じて爆発時の放爆措置として放散
孔、爆発扉、爆発リリーフ等を設ける。 

放散孔等の設置位置は、放爆時の人的物的危険を考慮した位置
とし、かつ、壁、天井等から十分な空間距離を確保する。 

有機溶剤等を除去するものにあっては、特に十分な排気量（注３） 

を確保する（可燃性ガス濃度は爆発下限界の 1/4 以下とする）。 

特定不燃材料で造るものとし、放爆を考慮し、原則として、側
部、底部は堅固なものとし、上部は軽量な特定不燃材料で造る。 

のぞき窓、出入口、換気孔等の開口部を設ける場合にあっては、
その位置は延焼拡大危険が少ない位置に設け、かつ、緊急時に
直ちに閉鎖できる構造のものとする。 

自動温度調整装置を設ける。 

乾燥室内に堆積した乾燥材料の屑
が長期加熱により発火する。 

点検、清掃が容易に実施できる構造とする。 

加熱装置  

バーナーの不着火により未燃焼ガ
スが再点火時爆発する。 

バーナー不着火時、燃焼供給を停止するインターロック機構と
する（フレームアイ、フレームロッド等の火炎検出器の設置。） 

プレパージ（注４）から点火、ポストパージ（注５）まで、全て
の操作をシーケンス制御により自動化する。 

加熱装置の異常温度上昇により乾
燥材料が着火する。 

炉内温度測定用センサーを設け、加熱装置とインターロックす
る。 

赤外線ヒーター等の電熱装置にあっては、異常電流を検知し制
御する機構とする。 

蒸気加熱する装置にあっては、蒸気コントロール用減圧弁等の
異常を検知し、電磁弁等で遮断する機構とする。 

自動温度制御装置を組み込んだ装置にあっては故障時における
二次的保安措置を考慮する。 

直下方式のもので、バーナーの燃
焼ガス中に火の粉（鉄さび、乾燥
屑など）が混入し、乾燥材料に着
火する。 

乾燥室内に火の粉が送り込まれないよう、捕捉措置を講じる必
要がある。 

加熱された熱媒油（３(2)参照）が
漏えいし、発火又は引火する。 

熱媒油は、努めて不燃性又は高引火点のものを使用する。 

熱媒油加熱装置には、加熱防止措置を講じる。 

熱媒油は原則として発火点以上の加熱状態で使用しない。 

熱媒油の膨張タンク等は必要に応じて窒素ガス等で封入する。 

熱媒油の循環系統の異常（循環停止等）を検知し、加熱装置と
インターロックする。 

ガスバーナーを使用する装置で燃
料ガスの圧力調整の不調で異常燃
焼を起こす。 

ガス調整器、高圧用・低圧用圧力制御スイッチを燃料配管に取
り付け、燃料の緊急遮断装置とインターロックする。 

地震動等により、配管の亀裂等で
漏油あるいは機器の制御不能によ
る不完全燃焼を起こす。 

地震動等により作動する安全装置を設ける。 
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危険要因  安全対策  

乾燥材料自動送り込み装置  

送り込み装置の停止若しくは減速
又は乾燥材料の詰まりにより、乾
燥材料が加熱し着火、又は有機溶
剤が充満し引火する。 

送り込み装置の異常を検知する装置（送り込み用モーターの電
流値検出等）を設置し、熱源遮断装置とインターロックする。 

ロール紙等の乾燥材料の連続送り
込み装置がバランスを失し、弛み
等を生じて乾燥材料が加熱装置に
接触し、出火する。 

同 上 

加熱装置との接触の防止を図るため、ガイド、ネット等の保護
装置を講じる。 

乾燥材料が高速で送り込まれたた
め帯電し、静電スパークにより内
部滞留した可燃性蒸気に引火す
る。 

乾燥材料の物性・形態・除去物質を考慮して、送り込み装置等
の材質、送り込み速度を決定する。 

乾燥設備を接地し、必要に応じて静電気を有効に除去する装置
を組み込む。 

前工程で異常に有機溶剤等を塗布
された乾燥材料が連続的に乾燥設
備に送り込まれ爆発する。 

前工程における異常をキャッチする装置（可燃性ガス検出器等）
を設け、送り込み機構、熱源遮断装置等とインターロックする。 

送り込まれる乾燥材料中の有機溶剤量の変動幅の大きいものに
あっては、事前に一次処理を検討する。 

ダクト  

火災発生時に拡大経路となる。 

ダクトは特定不燃材料でつくり、使用形態等に応じて放爆措置
を講じる。 

排気ダクトは、原則として単独系とする。 

ダクト内部に蒸発物質が付着し長
期加熱により蓄熱発火する。 

排気ダクトは極端な屈曲部をさける。 

点検口、清掃口を適宜設ける。 

蒸発物質が多い場合は、適切な位置にフィルタ等の処理装置を
設ける。 

直火方式の熱風ダクトに未燃ガ
ス、すすがタール状に付着し、長
期加熱により蓄熱発火する。 

同 上 

ダクト接続部の隙間から蒸発性物
質が漏えいし、ダクトの断熱材に
浸透し発熱発火する。（特に植物油
をベースにした塗料等の乾燥時に
は注意を要する。） 

ダクト接続部等は不必要な断熱材等での被覆を避ける。 

グラスウール等含浸し易い被覆材料は使用しない。 

排気ダクトに付置したフィルタの
目詰まりで炉内温度が上昇し、乾
燥材料が発火する。 

点検、清掃が容易に行える位置、構造のものとする。 

必要に応じ、ダクト内に風量（速）センサーを設け、警報装置、
熱源遮断装置によりインターロックする。 

直火式熱風循環のダクトに付置し
たエアーフィルタの目詰まりで酸
素量が不足し、熱風発生用バーナ
ーが不完全燃焼を起こし、発生し
た未燃焼ガスが爆発する。 

同 上 

排気ファンに蒸発物等が固着し摩
擦熱により発火する。 

点検、清掃が容易に行える位置、構造のものとする。 

ファン手前に蒸発物等の除去装置を設ける。 

過電流継電器を設ける。 

排風機が故障等で停止し、炉内温
度が上昇し、乾燥材料が発火する。 

風量（速）センサー・温度センサー等を設け、警報装置、熱遮
断装置と連動させる。 

操作ミス等を防止するため、ファン停止時には、加熱装置が作
動しないようにインターロック機構を組み込む。 

送風機の異常停止により加熱用バ
ーナーが異常燃焼し、未燃焼ガス
等が爆発する。 

同 上 
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電気配線・機器等がショートし出
火する。 

電気配線は、高温部と接触しないような位置に堅固に配線する。 

電気配線は、敷設場所に応じて耐熱性を有するものを使用する。 

配線・機器の接続部は、振動等の少ない場所に設ける。 

電動機等の機器は、通風のよい場所に設ける。 

電気機器の火花により周囲に滞留
した可燃性ガスに引火する。 

可燃性ガスの滞留するおそれのある場所に使用する。 

電動機に過負荷がかかり、過熱出
火する。 

過電流継電器を設ける。 

ファンモーター等の開閉器が、他
設備と併用となっていたため他設
備のスイッチを誤って切りファン
モーター等が停止し、炉内温度が
異常に上昇し、出火する。 

乾燥設備に付属する電熱器、電動機等に接続する配線及び開閉
器は専用回路とする。 

停電等により送風機が停止し、バ
ーナーが異常燃焼する。 

停電時における安全装置（使用中停電した場合、燃焼を停止す
るもの）を設け、かつ、再通電した場合でも危険性のない構造
とする。 

特に重要な設備には、非常電源を設ける。 

備  考  

（注１） バーナーの燃焼ガスを直接乾燥室に送り込み乾燥させる方式のもの。 

（注２） 乾燥室から一度排出された熱風を循環させ再利用する方式のもの。 

（注３） 危険物を溶剤とする物質を乾燥する場合における排気量の目安は、可燃性ガスの濃度が爆発下

限界の 1/4 以下となるようにした場合、次のとおりである。 

     なお、式はあくまで理論的なもので、実際には、さらに十分な排気量を要する。 

 

      V=22,400×(4W/60Mβ) 

        

       V：排気量[㎥/min] 

       M：溶剤の分子量 

       β：溶剤の爆発濃度下限界 

       ｗ：蒸発溶剤量[kg/h] 

（注４） バーナーに点火する際、事前に燃焼室内へ送風し未燃焼ガス等を完全に除去すること。 

（注５） バーナーの燃焼を止めた後、ある一定時間送風を継続して、燃焼室内の未燃焼ガス等を完全に

除去すること。 

 

(2)  装置の安全対策  

  ア  誤操作防止の制御機構  

   (ｱ )  シーケンス制御  

     予め正確な操作手順をシーケンスとして組み込み、装置類をそれに

基づき自動操作するもので、特に危険な操作や、複雑な操作を行う

場合の誤操作防止を図っていくものである。  
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第４－２－２－１図  ボイラーの自動運転制御システムの例  

 

    (ｲ )  インターロック機構  

     操作手順や状態が設定条件と違っている場合に、その操作が行えな

いか、若しくは操作しても無効となるようなシステムを言う。第４－

２－２－１図はその一例で、パイロットバーナーが着火しないとき、

又は消えた場合に主バーナーの燃料バルブが開かないような機構と

したものである。  

    (ｳ )  連動機構  

     例えば、２種の流体を一定比率で混合させる自動制御を行っている

装置で、一方の流量が規定値から外れると危険な状態になるようなケ

ースにおいて、流量変動を生じる恐れの高い側の流量に他方の流量を

追従させ、常に一定の比率を保つ比率自動制御を行う場合等である。

このようなシステムを組み込むことによって、ポンプの故障による混

合割合の変化を無くし、危険を回避することができる。  
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第 4-2-2-2 図  ガスバーナーの制御例   第 4-2-2-3 図  流量比率制御  

 

   イ  乾燥設備の自動温度制御方法  

    (ｱ )  乾燥材料の供給量制御  

     蒸発水分等の変動に対して、乾燥材料の供給量又は供給速度を変化

させることで排気温度を一定に調節する方法  

    (ｲ )  風量制御  

     蒸発水分等の変化に伴う温度の変動に対して、排風機のダンバー制

御による風量増減で排気温度を一定に調節する方法  

    (ｳ )  熱風温度制御  

     風量と乾燥材料の供給量を一定として、蒸発水分の変化に伴う排気

温度の変動に対しては、熱風温度を上下させることで排気温度を一定

に調節する方法  

   ウ  計測装置の種類  

     乾燥設備には、本体及びそれに付属する設備を適正に運転するため、

また、異常時の変化をとらえるために種々の計測装置等が付置されて

いる。このうち、保安上、乾燥設備に付置されている計測装置の主な

ものは、第４－２－２－１表のとおりである。  
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第４－２－２－１表  乾燥設備に付置する計測装置  

装    置  内        容  

温度測定装置 

 炉内の雰囲気温度を測定し、異常温度を検知する。設備の形状、内容
物等により温度分布にばらつきがある場合には、多点監視又は最も高温
となる箇所に設置する。【熱電対温度計、抵抗温度計、サーミスタ、膨張
温度計（バイメタル、ブルドン管等）、放射温度計等】 

圧力測定装置 

 圧力上昇するおそれのある設備には圧力計等を設け、異常圧力を検知
する。【弾力圧力計（ブルドン管、ベローズ、ダイアフラム等）、抵抗線
式圧力計、圧電式圧力計等】 

可燃性ガス濃度 

測定装置 

 可燃性蒸気（燃焼設備の未燃焼ガスも含む。）濃度が上昇するおそれの
ある設備に設ける。設備の形状、内容物等により、ベーパーが局部的に
滞留するおそれのある場合には、多点監視又は最も高濃度となる箇所に
設置する。 

 なお、吸引式による場合は、濃度変動を検知する遅れ時間が最小とな
る箇所に検知部を設ける。 

酸素濃度測定装置 
 不燃性ガスでシールしながら乾燥を行う場合には、酸素の濃度測定を
行う。 

風量・風速測定装置 
 熱風供給、排気量等の変動により、炉内が過熱又は可燃性蒸気濃度が
爆発範囲内に入る設備には、風量・風速を測定する装置を設ける。 

過電流測定装置 
 換気、コンベアの電動機等の電気設備の負荷を計測し電気設備の加熱、
換気量、コンベアの移送スピードの低下等を検知する。【過電流継電器等】 

静電電圧測定装置  除電措置が有効にとれない場合には、静電気の帯電量を測定する。【静
電気用電圧計等】 

異常燃焼測定装置  バーナー等燃焼設備を有するものは、不完全燃焼を有効に検知する装
置を設ける。【フレームアイ、フレームロッド、光電管式等】 

 

     異常が生じた場合には、通常、一種の変化のみが現れることはまれ

で、一の変化に関連した複数の変化を伴うとめ、ある変化を検知する

ことによって他の変化を推察することが可能である。このことから、

保安設備として設ける場合には、異常が生じた場合に現れる変化の全

てに対してセンサーを付置する要は必ずしもない。  

   エ  計測装置と異常時制御  

     計測装置を取り付ける場合には、単に異常現象を指示するのみでな

く、計測装置と警報装置及び燃料供給設備、換気設備等と連動させ、

直接出火に結びつく雰囲気形成を未然に防止する機構とすべきである。 

     一例として、自動温度コントロールされている箱型熱風乾燥炉（半

循環式）について第４－２－２－４図に示した。  
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第４－２－２－４図  箱型熱風乾燥設備の制御例  

   オ  乾燥炉の放爆  

     爆風圧を放出するための開口部はベント面積が適当でなければ効果

は上がらない。NFPA（全米防火協会）では第４－２－２－２表に示

すベント比を推奨している。  

 

第４－２－２－２表  装置及び建物に対する推奨ベント比  

装置及び建物の種類  ベント比（㎡ /㎥） 

30 ㎥以下で軽量構造の機械及び炉 1/3 ～ 1/9 

30 ㎥以下で強い圧力に耐える構造の機械及び炉 1/9 

30～700 ㎥の部屋、建物、貯槽、容器など（この場合はベントに対する爆
発発生点の相対位置と爆発の起こりうる容積を考慮する必要がある。） 

1/9 ～ 1/15 

700 ㎥以上の部屋又は建物で危険な装置がその小部分を占めるとき 

(1) 鉄筋コンクリート 

(2) 軽量コンクリート、れんが又は木造 

(3) 簡易パネル構造 

 

1/24 

1/18 ～ 1/24 

1/15 ～ 1/18 

700 ㎡以上の大きな部屋又は建物で危険な装置がその大部分を占めるとき 1/3 ～ 1/15 

（注）ベント比とは装置又は建物の容量に対する開口部の比をいう。原文では ft での表示であるが、ｍに

換算してある。 

 

(3)  熱源の諸特性  

    熱源の種類による特性は、第４－２－２－３表のとおりである。  
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第４－２－２－３表  熱源の特性    適応順：◎→○→△  

熱源の種類  温度調節 湿度調節 熱風の清浄度 設備費 熱量費 

蒸  気 

液体燃料（直接燃焼） 

液体燃料（熱交換器使用） 

気体燃料（直接燃焼） 

電  気（電熱、赤外線） 

◎  

○  

○  

○  

◎  

◎  

○  

◎  

○  

◎  

◎  

△  

◎  

○  

◎  

小  

小  

大  

小  

中  

小  

最小  

中  

中  

大  

（注）設備費には、ボイラー、貯槽、変圧器等を除く。  

 

   ア  蒸気・温水  

     蒸気・温水は、熱媒体として広く用いられているが、使用温度範囲

に限界がある（ 0～ 240℃）。一般的には 0～ 150℃の範囲で利用されて

いる。温度に対応する水の蒸気圧は、第４－２－２－４表のとおりで

ある。  

 

第４－２－２－４表  水の飽和蒸気圧  (J IS Z  8806:2001 温度－測定方法 )  

℃  Pa  ℃  kPa  ℃  kPa  ℃  kPa 

40 
45 
50 
55 
60 
65 
70 
75 
80 
85 
90 
95 

100 

   7385.3 
   9595.6 

12353 
15763 
19948 
25043 
31202 
38597 
47416 
57868 
70182 
84609 

101419 

 100 
105 
110 
115 
120 
125 
130 
135 
140 
145 
150 
160 
170 

101.4 
120.9 
143.4 
169.2 
198.7 
232.2 
270.3 
313.2 
361.5 
415.7 
476.2 
618.2 
792.2 

 180 
190 
200 
210 
220 
230 
240 
250 
260 
270 
280 
290 
300 

1003 
1255 
1555 
1908 
2320 
2797 
3347 
3976 
4692 
5503 
6417 
7442 
8588 

 310 
320 
330 
340 
350 
360 
370 

 9865 
11284 
12858 
14601 
16529 
18666 
21044 

 

   イ  熱媒油  

     工業の発達により、あらゆる産業で、高温でしかも微妙な温度制御

を必要とするプロセスが多くなってきている。従来はこれらの加熱源

として水蒸気が広く用いられていたが、飽和蒸気を用いる場合は非常

に高い圧力を要するため設備費がかさみ、また、加熱蒸気や熱風では

伝熱が悪く、直火では局部加熱を起こしやすいなどの欠点があった。
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これを補うものとして、低圧力で、しかも比較的簡単に高温が得られ、

精密な温度調節ができる熱媒油が広く用いられるようになってきてい

る。乾燥設備にも熱媒油が使われるケースが多くなってきており、そ

の特徴等は次のとおりである。  

    (ｱ )  熱媒油の種類  

     一般的な熱媒油の分類  

      熱媒油     石油系・・・石油精製物  

             合成系  

             シリコン系  

             フッ素系  

    (ｲ )  熱媒油の特徴  

     a 石油系熱媒油は、天然の石油の蒸留を繰り返し不飽和炭化水素

や熱不安定成分を除去して精製したものであり、比較的低温

(150℃ )で使用される。  

     b 合成系熱媒油には、炭化水素系合成油と芳香族系合成油とがあ

る。これらは石油系に比較して熱安定性にすぐれ、低温から高温

までの広い範囲での利用が可能である。  

     c シリコン系熱媒油は、高温開放状態で使用しても変色せず、透明

度を保持できるため、実験室等で広く用いられている。  

     d フッ素系熱媒油は、不燃性でしかも高温開放状態で使用できる

ことから特殊な用途には利用されているが、高価なため一般には

出回っていない。  

       このほか熱媒体として、硝酸塩類、ナトリウム、水銀、砂等があ

る。硝酸塩類は、不燃性で高温度まで開放状態で使用できるが、

有機物と接触すると爆発を起こす危険性がある。  

   ウ  赤外線  

     赤外線は、電磁波の一種であり、物体に吸収されると物体の分子を

運動させ、熱エネルギーに変換する性質がある。そのうち、特に波長

の長いもの（遠赤外線）は、温度を上昇させる効果が強いため、赤外

線乾燥設備として広く利用されている。  
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紫外線 
可視 

光線 
近赤外線 遠赤外線 マイクロ波 

 

 

赤外線乾燥に有効利用される波長領域  

第４－２－２－５図  赤外線の波長領域  

 

     遠赤外線の特長は、次のとおりである。  

   (ｱ )  被加熱物に吸収されやすい。  

   (ｲ )  放射熱による直接加熱であるため、熱効率が良い。  

   (ｳ )  対流式加熱炉のように大規模な断熱をする必要がない。  

   (ｴ )  温度管理が容易である。  

第４－２－２－５表  近赤外線と遠赤外線の比較  

 近赤外線  遠赤外線  

水 の 吸 収 率  小  大  

色 に 対 す る 吸 収 率  白黒の差異大  白黒の差異小  

表 面 加 熱  良  優  

温 度 の 速 応 性  早  遅  

空 気 に 対 す る 透 過 率  小  大  

 

0.3  0 .72  2  5 .6  3 .0  1000  波長 [μ m] 
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第３  屋外タンク貯蔵所  

 

１  屋外タンク貯蔵所に係る防火塀及び水幕設備の設置に関する基準   

屋外タンク貯蔵所に係る防火塀及び水幕設備は、次によること。   

(1) 危険物令第 11条１項第１号の２の表の第２号に掲げる屋外貯蔵

タンク（特定事業所に設置された容量 1,000キロリットル以上の屋

外貯蔵タンク以外のタンク）について、同号ただし書の規定に基づ

く危険物規則第 19条の２に定める防火上有効な塀（以下「防火塀」

という。）及び防火上有効な水幕設備（以下「水幕設備」という。）

は、次により設けるものとすること。   

ア   防火塀又は水幕設備は、原則として、危険物令第 11条第１項第

１号の２ただし書の規定の適用を受けようとする屋外タンク貯蔵

所の存する敷地の境界線（以下「敷地境界線」という。）に設け

ること。   

イ   防火塀又は水幕設備（水幕を放射する部分に限る。）の設置箇

所は、屋外タンク（以下「タンク」という。）の設置位置から危

険物令第 11条第１項第１号の２の表の第２号に掲げる距離をとっ

た場合において、その縁部（以下「距離縁線」という。）と敷地

境界線との交点の間（以下「防護箇所」という。注１参照）とし、

当該防護箇所における防火塀の高さ又は水幕設備の必要水幕は、

次のウ又はエに適合するものであること。   

ウ   防火塀の高さは、オにより求めた高さ（以下「防護高さ」とい

う。）以上の高さとすること。   

エ   水幕設備の水幕は、防護高さ以上の高さのものであって、かつ、

次の (ｱ)の式により求めたふく射照度に対する水幕のみかけ上の

透過率の値が、次の (ｲ)の式により求めた値（当該値が 0.9を超え

る場合は 0.9とする。）以下の値とすることができるもの（以下「有

効水幕」という。）であること。この場合において、当該水幕の

厚さは、水幕の水滴の落下速度、水幕の ヘッド（以下「ヘッド」

という。）から放射される水幕の大きさ及び形状、ヘッドの取付

間隔及び傾き角度並びにヘッドの放射圧力及び放射量を考 慮して
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求めた当該水幕の厚さを板状の水の厚さに換算した値が、次の (ｱ)

の式のｈの値以上の値となるものであること。   

(ｱ) Ｔ＝ exp〔－ 460ｈ〕  

Ｔは、水幕のふく射照度に対するみかけ上の透過率   

ｈは、水幕の厚さを板状の水の厚さに換算した値（単位㎝）   

   

Ｑは、体積流量速度（単位㎝ 3／ sec・㎝ 2）   

ｄは、水幕の平均厚さ（単位㎝）   

Ｖは、水滴の平均落下速度（単位㎝／ sec）   

    

Ｈは、防護箇所におけるふく射照度の比率   

Ｅ sは、 4,000Ｋ cal／㎡・ｈ   

Ｅ oは、次のウの式により求めたふく射照度   

（単位Ｋ cal／㎡・ｈ）   

(ｳ) Ｅ o＝φ・Ｒ f   

Ｅ oは、敷地境界線におけるふく射照度（単位Ｋ cal/㎡・ｈ）   

φは、次の (ｱ)の式により求めた形態係数   

a  Ｒ fは、次の (ｲ)に定めるふく射発散度（単位Ｋ cal/㎡・ｈ）   

      

      

φは、形態係数   

ｎ＝Ｌ／Ｒ   

Ｌは、想定火面（タンクの水平断面の最大直径（横型のものに

あっては、横の長さとする。以下同じ。）を直径とし、当該直

径の数値に 1.5（貯蔵する危険物の引火点が 70度以上のものに

(ｲ )  
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あっては 1.5とする。）を乗じて得た数値を高さとした火面体

がタンク設置位置の地盤面上にあるものをいう。以下同じ。）

の中心から敷地境界線に最も近い距離（単位ｍ）  Ｒは、想定

火面の半径（単位ｍ）   

b  ふく射発散度（Ｒ ｆ ）は、次の表の左欄に掲げるタンクにおい

て貯蔵する危険物の引火点の区分に応じ、同表の右欄に掲げる値

とする。  

          表４－３－１－１  ふく射発散度  

引  火  点  
ふく射発散度  

（Ｋ cal/ｍ 2・ｈ）  

21度未満のもの  50,000 

21度以上 70度未満の

もの  
43,000 

70度以上のもの  20,000 

 

オ   防護高さは、次によること。   

(ｱ) 地表面の距離縁線と当該距離縁線に面する側の想定火面の頂

部とを結んだ線に対して、地表面の敷地境界線上に引いた垂線と

の交点の地表面からの高さ（当該高さが２メートル未満となると

きは２メートル）とすること（注２参照）。   

ただし、防護高さが 25メートルを越える場合は、水幕設備に沿

って、次により直上放水できる固定式の放水銃設備（以下「放水

銃設備」という。）を設けるときは水幕設備により防護する高さ

を 25メートルとすることができる。   

a  放水銃設備は、自動的に防護箇所に平行して左右に 45度以上の

角度の範囲で、かつ、当該放水高さの最頂部が防護高さ以上の高

さ（当該高さが 40メートルを越える場合は、40メートル以上の高

さ）に放水できるものであること。   

b  放水銃（放水銃設備により水を放射する部分をいう。以下同

じ。）の放射量は、毎分 1,500リットル以上であること。   

c  放水銃設備によって防護できる防護箇所の範囲は、放水銃によ
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って放水した場合において形成される放水の円弧と地上 25メー

トルの高さに引いた線（以下「水幕限界線」という。）との交点

の範囲とする。   

d  前記 aから cのほか放水銃設備の設置に関し必要な事項は、キか

らサの例により設けるものであること。   

(ｲ) 前記アにかかわらず、距離縁線内のタンクの存する敷地以外の

部分（以下「敷地外部分」という。）が危険物規則第 19条の３第

２号又は第４号（告示第 68条の２第３号に掲げるものを除く）に

該当する場所（以下「除外場所」という。）及び除外場所以外の

場所が混在し、かつ、除外場所以外の場所が敷地境界線に 接して

存する場合は、当該除外場所のタンクに面する側の境界線と当該

境界線に面する側の想定火面の頂部とを結んだ線に対して、地表

面の敷地境界線上に引いた垂線との交点の地表面からの高さ（当

該高さが２メートル未満となったときは２メートル）とすること

（注３参照）。   

(ｳ) 敷地外部分が告示第 68号の２第３号に掲げる道路以外の事業

所間道路（当該事業所の敷地の周囲に存する道路の状況から避難

路が確保されていないと判断されるもの）であって、かつ、地表

面上の距離縁線が当該道路にとどまる場合は前記アの例により、

除外場所に及ぶ場合は前記イの例により、それぞれ求めた高さと

すること、この場合において防護高さが３メートルを越えるとき

は、当該防護高さを３メートルとすることができる。   

カ   ２以上のタンクの防護箇所が相接し又はその部分が重複してい

る場合であって、当該防護箇所を１の系の水幕設備（以下「同系

水幕設備」という。）によって防護する場合は、当該同系水幕設

備のうち１のタンクに係る水幕を構成する部分（以下「単一水幕

部分」という。）がそれぞれ前記ア及びイ並びにエに掲げるとこ

ろにより設けられたものであること。この場合において単一水幕

部分のうち水幕を放射する部分の配管は、それぞれ別の系のもの

とすること（注４参照）。   

キ   配管は、次によること。   
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(ｱ) 水幕設備の元配管（水幕ヘッドに送水するための元の配管をい

う。以下同じ。）には、１のタンクに係る水幕設備（以下「単一

水幕設備」という。）にあっては、ストレーナ、排水弁及び開閉

弁を、同系水幕設備にあっては、単一水幕部分ごとにストレーナ、

排水弁、選択弁及び止水弁をそれぞれ設けること。   

(ｲ) 水幕設備の元配管（開閉弁又は選択弁からの水の流れの下流側

の部分を除く。）は、常に水を満たした状態にしておく ものとす

ること。   

ただし、同系水幕設備であって、選択弁と加圧送水装置との間

に、弁を設け、かつ、当該弁と選択弁との間（以下「弁間配管」

という。）に自動排気弁（元配管に送水した場合において弁間配

管内の空気を自動的に排出できる弁をいう。）及び排水弁を設け

る元配管の当該弁から水の流れの下流側にある部分については、

この限りでない。   

(ｳ) 加圧送水装置の吐出側直近部分の配管には、逆止弁及び止水弁

を設けること。  

(ｴ) 吸水管（水源からポンプまでの配管をいう。以下同じ。）は、

次によること。   

a  吸水管は、ポンプごとに専用とすること。   

b  吸水管には、止水弁（水源の水位がポンプより低い位置にある

ものにあってはフート弁）及びろ過装置（フート弁にろ過装置を

設けるものを除く。）を設けること。   

c  フート弁は、容易に点検を行うことができる構造のものである

こと。   

(ｵ) 配管の管径は、流水量、管の長さ、管路の状況等による摩擦損

失を考慮し、水幕ヘッドより所定の水量が放射できるものである

こと。   

(ｶ) 配管（吸水管を除く。）は、当該配管に送水する加圧送水装置

の締切圧力（開閉弁又は選択弁から水の流れの下流側に設ける配

管にあっては、当該部分にかかる圧力）の 1.5倍以上の圧力で水

圧試験を行った場合において、漏えいその他の異状がないもので
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あること。   

(ｷ) 配管は、地上であって、かつ、当該配管の点検、清掃及び補修

（以下「点検等」という。）が容易に行える場所に設けること。

ただし、点検等を容易に行うことができるふたのある鉄筋コンク

リート造の箱の中に設ける等の措置を講ずる場合は、この限りで

ない。   

(ｸ) 水幕設備の配管に設けるストレーナ、排水弁、選択弁、開閉弁

及び止水弁は、次によること。   

a  ストレーナ及び排水弁等の弁は、水の流れの下流から上流に向

かってストレーナ、排水弁及び開閉弁又はストレーナ、排水弁、

選択弁（選択弁を設けないものにあたっては、開閉弁）及び止水

弁の順に従って設けること（注４参照）。   

b  ストレーナは、次によること。   

(a) 網目の開き又は円孔の径がヘッドの最小通路の２分の１以下

で、かつ、その開口面積の合計が当該ストレーナを設ける配管

の内断面積の４倍以上のものであること。   

(b) 通過する流水に対して十分な強度を有するものであること。  

c  開閉弁及び選択弁は、タンクの火災の際、容易に接近できる位

置に設けること。   

d  開閉弁及び選択弁には、その直近の見やすい箇所に水幕設備の

開閉弁又は選択弁である旨及び当該開閉弁又は選択弁の対象と

なるタンクを明示した標識を設けること（注５参照）。   

e  開閉弁、選択弁及び止水弁にあっては、その開閉方向が、逆止

弁にあっては水の流れ方向がそれぞれ表示されているものであ

ること。   

f  開閉弁、選択弁及び止水弁は、当該弁の開閉状況が容易に確認

できるものであること。ただし、外ねじ式の仕切弁とするものに

あっては、この限りでない。   

(ｹ) 管、管継手及びバルブは、次によること。   

a 管の材料は、 JISG3452「配管用炭素鋼鋼管」、 JISG3454「圧力

配管用炭素鋼鋼管」若しくは JISG3457「配管用アーク溶接炭素鋼
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鋼管」に適合するもの又はこれらと同等以上の機械的性質、耐食

性及び耐熱性を有するものであること。ただし、ストレーナから

水の流れの下流側に設ける管にあっては、溶融亜鉛めっきを施し

たものであること。   

b  管継手の材料は、次の表の左欄に掲げる管継手の種類に応じ、

同表の右欄に掲げる材料のもの又はこれと同等以上の機械的性

質、耐食性及び耐熱性を有するものであること。ただし 、ストレ

ーナから水の流れの下流側に設ける管継手にあっては、溶融亜鉛

めっきを施したものであること。   

 

表４－３－１－２  管継手の材料  

管継手の種類  管継手の材料  

フランジ  

継手  

ねじ込み  

式  継  手  
JISＢ 2238「鋼製管フランジ通則」  

溶  接  式  

継     手  
JISＢ 2220「鋼製溶接式管フランジ」  

フ ラ ン ジ

継 手 以 外

の継手  

ねじ込み  

式  継  手  

JISＢ 2301「ねじ込み式可鍛鋳鉄製管継手」  

JISＢ 2302「ねじ込み式鋼管製管継手」  

溶接式鋼

管用継手  

JISＢ 2311「一般配管用鋼製突合せ溶接式管継手」 

JISＢ 2312「配管用鋼製突合せ溶接式管継手」  

JISＢ 2313「配管用鋼板製突合せ溶接式管継手」  

 

c  バルブの材料は、 JISG5101「炭素鋼鋳鋼品」、 JISG5501「ねず

み鋳鉄品」、 JISG5502「球状黒鉛鋳鉄品」 JISG5702「黒心可鍛鋳

鉄品」若しくは JISH5111「青銅鋳物」に適合するもの又はこれら

と同等以上の機械的性質、耐食性及び耐熱性を有するものである

こと。   

ク   加圧送水装置は、次によること。   

(ｱ) 加圧送水装置は、ポンプ、原動機及び呼水装置 並びにこれらに

附帯する設備から構成されるものであること。   
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(ｲ) 加圧送水装置は、専用とすること。ただし、当該タンク又は他

のタンクに係る消火設備、冷却散水設備等の消防の用に供する設

備（以下「消火設備等」という。）と共用する場合であって、か

つ、当該水幕設備及びこれと同時に必要となる消火設備等を同時

に使用した場合において、それぞれの設備が有効に機能すること

ができるものであるときは、この限りでない。   

(ｳ) 加圧送水装置は、点検が容易で、かつ、火災の際容易に接近で

きる位置に設けること。   

(ｴ) 加圧送水装置は、当該装置を起動した場合において、起動後、

６分以内に有効水幕を形成することができるものであること。   

(ｵ) 加圧送水装置のポンプは、次によること。   

a  ポンプは、うず巻ポンプ（ボリュートポンプ又はタービンポン

プ）を用いるものであること。   

b  ポンプの吐出量は、前記イの防護箇所に前記エの有効水幕を形

一成するのに必要な量以上の量であること。  

c  ポンプの全揚程は、次の式により求めた値以上の値であること。  

Ｈ＝ｈ 1＋ｈ 2＋ｈ 3  

Ｈは、ポンプの全揚程（単位ｍ）   

ｈ 1は ､ヘッドの設計放射圧力を水頭に換算した値 (単位ｍ )  

ｈ 2は、配管の摩擦損失水頭（単位ｍ）   

ｈ 3は、落差（単位ｍ）   

この場合において、配管の摩擦損失水頭は、次の式又は図４－

３－１－ 10までに定める摩擦損失水頭線図により求めるものと

し、当該配管の管継手、バルブ及びストレーナ（以下「管継手等」

という。）の摩擦損失水頭は、表４－３－１－３から表４－３－

１－ 10までの管継手等の直管長さ換算表に掲げる管継手等にあ

っては同表により、同表に掲げる管継手等以外のもののうち管継

手にあっては当該管継手の長さ（ねじ込みのものにあっては、ね

じ込み部分の長さを除く。）を直管（径違いの管継手にあっては、

それぞれの大きさの呼びの配管が直管として接続しているもの

とみなす。）の長さとすることにより、バルブ及びストレーナに
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あっては当該バルブ及びストレーナの摩擦損失水頭を測定する

ことによりそれぞれ求めること。  

     溶融亜鉛めっきを施した配管又は溶融亜鉛めっきを施さない配

管のうち湿式の部分（配管内が常時充水されている部分をいう。）

における摩擦損失水頭の計算式   

      

溶融亜鉛めっきを施さない配管のうち乾式の部分（湿式の部分

以外の部分をいう。）における摩擦損失水頭の計算式   

      

ｈ 2は、配管の摩擦損失水頭（単位ｍ）   

Ｌは、配管の長さ（単位ｍ）   

Ｑは、流量（単位 ç/min）   

Ｄは、配管の内径（単位㎝）   

d  ポンプの特性は、最大放射量の 150パーセントとなる水を放射

する時の全揚程が、最大放射量時の全揚程の 65パーセント以上の

ものであること（注６参照）。  

e  ２以上のポンプを直列又は並列に連結して設置するものにあ

っては、すべてのポンプを用いて運転する場合又はその一部を用

いて運転する場合のいずれの場合においても前記 b、 c及び dを満

足するものであること。   

f  ポンプには、コックを備えた圧力計及び真空計（押し込み圧力

のあるものにあっては、連成計）を設けること。この場合におい

て、コックは、これを閉止したときに、圧力計及び真空計内の圧

力を大気圧にすることができるものであること。   

なお、ポンプを並列に設置する場合における集合管のマニホー

ルド部には、その吐出側にもコックを備えた圧力計を設けること。  

(ｶ) 加圧送水装置の原動機は、次の電動機、内燃機関又はタービン

機関とすること。   

a  電動機は、次の電力源に接続したものであること。   
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(a) 電力源は、専用回路とすること。ただし、消火設備等の電力

源の回路と共用するものにあっては、この限りでない。   

(b) 電力源の開閉器には、水幕設備用のものである旨を表示した

標識を設けること。この場合において、消火設備等の電力源の

回路と共用するものにあっては、水幕設備及び消火設備等と共

用しているものである旨を表示すること。   

b  内燃機関は、自家発電設備の基準（昭和 48年消防庁告示第１号。

以下「自家発電設備の基準」という。）に定める内燃機関の構造

及び性能並びに表示の例によること。   

c  タービン機関は、次によること。   

(a) タービン機関は、常時直ちに始動することができるものであ

ること。   

(b) タービン機関は、常時必要な蒸気又はガスを安定して継続的

に供給できる設備を２系列以上附置したものであること。   

(ｷ) 加圧送水装置には、次に掲げる設備を設けること。   

a  定格負荷運転時におけるポンプの吐出量（２以上のポンプを並

列に設置する場合は、その合計吐出量をいう。）及び全揚程を試

験するための設備（注７参照）   

b  締切り運転時における水温の上昇を防止するための逃し管   

c  加圧送水装置に附置する起動操作設備  

d  非常給水装置付き呼水装置（水源の水位がポンプより低い位置

にある加圧送水装置に限る。）   

(ｸ) 前記 (ｷ)dの非常給水装置付き呼水装置は、次に適合するもので

あること。ただし、これと同等以上の信頼性を有する真空ポンプ

を用いた呼水装置（予備動力源を附置したものに限る。）がある

場合は、非常給水装置付き呼水装置に代えて当該装置とすること

ができる。   

a  専用の呼水槽を設けたものであること。   

b  呼水槽の容量は、加圧送水装置を有効に作動することができる

容量以上のものであること。   

c  呼水槽には、給水管（呼水槽の減水に応じて、常時、給水する
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ための配管をいう。）、非常給水装置及び非常給水管（非常給水

装置の作動により呼水槽に給水するための配管をいう。）いっ水

用排水管及び排水管を設けること。   

d  前記 cの非常給水装置（以下「装置」という。）は、呼水槽の

水量が満水時の２分の１量になるまでの間に、加圧送水装置を起

動させ、非常給水管を通じて当該呼水槽に給水できるもので、か

つ、当該装置が作動した場合において常時人がいる場所に警報を

発することができるものであること。   

ケ   水源水量は、次によること。   

(ｱ) 水幕設備（同系水幕設備を含む。以下同じ。）の水源水量は、

有効水幕を形成するのに必要な放射量（同系水幕設備にあっては、

同系水幕設備のうち単一水幕部分の有効水幕を形成するのに必

要な放射量が最大となるものの量とする。以下「最大放射量」と

いう。）で 240分間（容量が 10,000キロリットル未満のタンクに

あっては、 120分間とする。次のコにおいて「水幕放射時間」と

いう。）有効に放射できる量以上の量とすること。   

(ｲ) 水幕設備の水源を当該タンクに係る消火設備等の水源と共用

する場合における水源（以下「共用水源」と いう。）の水量は、

当該水幕設備及び消火設備等（以下「消防設備」という。）にお

いて必要とする水量を合計した量以上の量とすること。   

(ｳ) 共用水源を２以上の危険物製造所等の消防設備の水源として

共用する場合における水源水量は、共用する危険物製造所等のそ

れぞれに係る消防設備において必要となる水量（以下「必要水量」

という。）のうち、その必要水量が最大となる水量以上の水量と

することができる。   

コ   水幕設備には、タービン機関を動力源として使用するものを除

き、次により専用の予備動力源を設けること。ただし、消火設備

等の予備動力源と共用する場合であって、かつ、当該水幕設備及

び消火設備等を同時に使用する場合においても、それぞれの設備

を有効に機能させることができる場合は、この限りでない。   

(ｱ) 予備動力源は、自家発電設備、内燃機関及び蓄電池設備とする
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こと。   

(ｲ) 予備動力源は、加圧送水装置を有効に作動することができるも

のであること。   

(ｳ) 予備動力源の電気設備は、電気工作物に係る法令の規定による

ほか、次によること。   

a  電線は 600Ｖ耐熱ビニル絶縁電線又はこれと同等以上の耐熱性

を有する電線とすること。   

b  配線は、金属管工事又はこれと同等以上の耐熱効果のある方法

による工事により行うこと。ただし、ＭＩケーブル又は耐火電線

（昭和 48年消防庁告示第３号の基準により適合するものをい

う。）により配線する場合は、この限りでない。   

c  開閉器は、不燃性の材料で造った耐熱効果のある箱に収納する

こと。ただし、火災の際熱の影響を受けるおそれのない場所に設

置する場合は、この限りでない。   

(ｴ) 内燃機関を動力源として使用する加圧送水装置の予備動力源

は、当該加圧送水装置のポンプと同性能のポンプ（以下「予備ポ

ンプ」という。）及びこれを有効に作動させることができる内燃

機関（以下「予備内燃機関」という。）の一対となったものを設

けること。ただし、２以上のポンプを設置する加圧送水装置にあ

っては、当該加圧送水装置のポンプの設置場所ごとに当該場所に

設置されるポンプのうちその性能が最大であるポンプと同性能

の予備ポンプ及びこれを有効に作動させることができる予備内

燃機関が一対となったものを１以上設置することをもって足り

ること。   

なお、加圧送水装置のポンプにそれぞれ予備内燃機関を同軸設

置するものにあっては、予備ポンプを省略することができること。  

(ｵ) 自家発電設備は、次によること。  

a  自家発電設備は、電力源が停電した場合に、自動的に電圧確立

及び投入が行われるものであること。ただし、常時、電力の供給

を必要としない回路にあっては、電力源が停電している間のみ自

動的に電力源の回路から予備動力源の回路に切り替えられ、必要
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に応じ電圧確立及び投入が行われるものとすることができるこ

と。   

b  自家発電設備の性能は、定格負荷で、水幕放射時間の 1.5倍以

上の時間を連続して運転できるものであること。   

c  前記 a及び bによるほか、自家発電設備の構造及び性能並 びに表

示は、自家発電設備の基準の例によること。   

(ｶ) 内燃機関は、次によること。   

a  内燃機関の性能は、電力源が停電したとき、すみやかに起動で

きるもので、かつ、定格負荷で水幕放射時間の 1.5倍以上の時間

を連続して運転できるものであること。   

b  前記 aによるほか、内燃機関の構造及び性能並びに表示は、前

記ク (ｶ)bによること。  

(ｷ) 蓄電池設備は、蓄電池設備の基準（昭和 48年消防庁告示第２号）

の例によること。   

サ  貯水槽、加圧送水装置、予備動力源、配管等は、地震による影

響を考慮して設けること。   

(2) 危険物令第 11条第１項第１号の２の表の第１号に掲げるタンク

（特定事業所に設置された容量 1,000キロリットル以上の屋外貯蔵

タンク）に係る防火塀又は水幕設備は、同表の下欄に掲げる直径等

の数値に当該タンクに貯蔵する危険物の引火点に応じ、 1.8、 1.6又

は 1.0を乗じて得た数値（以下「所定距離」という。）がそれぞれ

50メートル、40メートル又は 30メートル以上となるタンクにあって

は前記 (1)に、その他のタンクにあっては次によるものとすること。  

ア   タンクを敷地境界線に近接することができる距離は、所定 距離

までの距離とすること。ただし、現に存するタンクで所定距離を

確保することができないもの又は危険物令（昭和 51年政令第 153

号）附則第３項の規定に該当することとなった場合において所定

距離を確保することができないもの（以下「所定距離不足タンク」

という。）であって、次のエに適合する防火塀又は水幕設備を設

けるものについては、この限りでない。  

イ   防火塀又は水幕設備の設置範囲は、前記 (1)イによる防護箇所
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（注８参照）とし、当該防護箇所における防護高さは、２メート

ル以上とすること。   

ウ   前記イの水幕設備の必要水幕は、前記 (1)エ (ｲ)の防護箇所にお

けるふく射照度の比率を 0.9とした場合において、前記 (1)エに適

合するものであること。   

エ   前記ア  ただし書の防火塀又は水幕設備は、次に掲げるものとす

る。   

(ｱ) 防火塀又は水幕設備の設置範囲は、前記 (1)イによる防護箇所

とし、当該防護箇所における防護高さは、防護箇所のうちタンク

の設置位置から所定距離をとった場合において、その縁部と敷地

境界線との交点の間（以下「所定距離防護箇所」という。）にあ

っては前記 (1)オに、所定距離防護箇所を除く防護箇所にあって

は前記イによること。   

(ｲ) 前記 (ｱ)の水幕設備の必要水幕は、所定距離防護箇所にあって

は前記 (1)エに、所定距離防護箇所を除く防護箇所にあっては、

前記ウに適合するものであること。   

オ   前記アからエまでによるほか、防火塀又は水幕設備の設置に関

し必要な事項は、前記 (1)によること。  
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図４－３－１－１  溶融亜鉛めっきを施した配管又は溶融亜鉛めっきを施

さない配管のうち湿式の部分に用いる摩擦損失水頭線図  

配管用炭素鋼綱管（ JISG3452－ 1978）及び配管用アーク

溶接炭素鋼鋼管（ JISG3457－ 1978）のうち呼び厚さ 7.9ミ

リメートルのものを使用する場合  
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図４－３－１－２  溶融亜鉛めっきを施した配管又は溶融亜鉛めっきを施

さない配管のうち湿式の部分に用いる摩擦損失水頭線図  

圧力配管用炭素鋼鋼管（ JISG3454－ 1978）スケジュール

40を使用する場合  
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図４－３－１－３  溶融亜鉛めっきを施した配管又は溶融亜鉛めっきを施

さない配管のうち湿式の部分に用いる摩擦損失水頭線図  

圧力配管用炭素鋼鋼管（ JISG3454－ 1978）スケジュール

80を使用する場合  
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図４－３－１－４  溶融亜鉛めっきを施した配管又は溶融亜鉛めっきを施

さない配管のうち湿式の部分に用いる摩擦損失水頭線図  

配管用アーク溶接炭素鋼鋼管（ JISG3457－ 1978）のうち

呼び厚さ 9.5ミリメートルのものを使用する場合  
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図４－３－１－５  溶融亜鉛めっきを施した配管又は溶融亜鉛めっきを施

さない配管のうち湿式の部分に用いる摩擦損失水頭線図  

配管用アーク溶接炭素鋼鋼管（ JISG3457－ 1978）のうち

呼び厚さ 12.7ミリメートルのものを使用する場合  
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図４－３－１－６  溶融亜鉛めっきを施さない配管のうち乾式の部分に用

いる摩擦損失水頭線図  配管用炭素鋼鋼管（ JISG3452－

1978）及び配管用アーク溶接炭素鋼鋼管（ JISG3457－

1978）のうち呼び厚さ 7.9ミリメートルのものを使用する

場合  
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図４－３－１－７  溶融亜鉛めっきを施さない配管のうち乾式の部分に用

いる摩擦損失水頭線図  圧力配管用炭素鋼鋼管（ JISG3454

－ 1978）スケジュール 40を使用する場合  
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図４－３－１－８  溶融亜鉛めっきを施さない配管のうち乾式の部分に用

いる摩擦損失水頭線図  圧力配管用炭素鋼鋼管（ JISG3454

－ 1978）スケジュール 80を使用する場合  
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図４－３－１－９  溶融亜鉛めっきを施さない配管のうち乾式の部分に用

いる摩擦損失水頭線図  配管用アーク溶接炭素鋼鋼管

（ JISG3457－ 1978）のうち呼び厚さ 9.5ミリメートルのも

のを使用する場合  
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図４－３－１－ 10 溶融亜鉛めっきを施さない配管のうち乾式の部分に用

いる摩擦損失水頭線図  配管用アーク溶接炭素鋼鋼管

（ JISG3457－ 1978）のうち呼び厚さ 12.7ミリメートルの

ものを使用する場合  
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表４－３－１－３ 溶融亜鉛めっきを施した配管又は溶融亜鉛めっきを施さない配管のうち湿式の部分に用いる管継手及び

弁類の直管長さ換算表配管用炭素鋼鋼管（JISG3452－1978）を使用する場合 
 

 
 

 

（注）径違いの管継手については、小さい方の径の呼びを適用すること。（表４－３－１－４から表４－３－１－10まで）

において同じ。） 
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表４－３－１－４ 溶融亜鉛めっきを施した配管又は溶融亜鉛めっきを施さない配管のうち湿式の部分に用いる管継手及び

弁類の直管長さ換算表圧力配管用炭素鋼鋼管（JISG3454－1978）スケジュール40を使用する場合 
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表４－３－１－５ 溶融亜鉛メッキを施した配管又は溶融亜鉛メッキを施さない配管のうち湿式の部分に用いる管継手及び

弁類の直管長さ換算表圧力配管用炭素鋼鋼管（JISG3454－1978）スケジュール80を使用する場合 
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表４－３－１－６ 溶融亜鉛めっきを施した配管又は溶融亜鉛めっきを施さない配管のうち湿式の部分に用いる管継手及び

弁類の直管長さ換算表配管用アーク溶接炭素鋼鋼管（JISG3457－1978）のうち呼び厚さ7.9、9.5及び12.

７ミリメートルのものを使用する場合 
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表４－３－１－７ 溶融亜鉛めっきを施さない配管のうち乾式の部分に用いる管継手及び弁類の直管長さ換算表 配管用炭素

鋼鋼管（JISG3452－1978）を使用する場合 
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表４－３－１－８ 溶融亜鉛めっきを施さない配管のうち乾式の部分に用いる管継手及び弁類の直管長さ換算表 圧力配管用

炭素鋼鋼管（JISG3454－1978）スケジュール40を使用する場合 
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表４－３－１－９ 溶融亜鉛メッキを施さない配管のうち乾式の部分に用いる管継手及び弁類の直管長さ換算表 圧力配管用

炭素鋼鋼管（JISG3454－1978）スケジュール80を使用する場合 
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表４－３－１－10 溶融亜鉛メッキを施さない配管のうち乾式の部分に用いる管継手及び弁類の直管長さ換算表 配管用アー

ク溶接炭素鋼鋼管（JISG3457－1978）のうち呼び厚さ7.9、9.5及び12.7ミリメートルのものを使用する場合 
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注１  防護箇所   

     

 

 

注２  防護高さ  

     

 



 625 

注３  政令第 11条第１項第１号の２の表の第２号に掲げる距離が除

外場所（海の例）におよぶ場合の防護高さ  
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注４  水幕設備の配管系   

（その１）   

       

単  一  水  幕  設  備   

 

 

 

 

注４  水幕設備の配管系   

（その２）  

      

同系水幕設備（防護箇所が相接している場合の例）   
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注４  水幕設備の配管系   

（その３）   

       

同系水幕設備（防護箇所が重複している場合の例）  

 

 

注５  開閉弁及び選択弁の標識   

   

（注）地を白色、文字を黒色とする。   
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注６  ポンプ特性   

 

     

 

 

注７  定格負荷運転時におけるポンプの性能を試験するための設備  
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注８  ２ (2)に該当するタンクの防護箇所  
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２  屋外貯蔵タンク冷却用散水設備の基準   

タンクの冷却用散水設備（以下「散水設備」という。）は、次によ

ること。   

 

(1) 散水設備の設置範囲は、危険物規則第 15条第１号に定める技術上

の基準に適合しないタンク（一部適合しないものにあっては、その

部分を含む。以下「不適合タンク」という。）及び当該タンクが保

有すべき空地内に存する容量 10,000キロリットル以上のタンク（以

下「近接タンク」という。）の当該空地内の部分とすること。  

  

(2) 散水設備は、タンクの側板面積１平方メートルにつき毎分２リッ

トル以上の割合でタンク側板全面を均等に散水できるものであるこ

と。   

 

(3) 散水設備は、散水管、立上り管、送水管、吸水管等の配管、加圧

送水装置、水源及び予備動力源並びにこれに附帯する設備から構成

されるものであること。   

 

(4) 配管は、次によること。   

ア   散水管（タンク側板を外面より冷却するためタンク側板の頂部

（浮屋根式のものにあっては、ウィンドガーター下部とし、２以上

のウィンドガーター又はスティフナリングを設けてあるものは当

該ウィンドガーター又はスティフナリングごととする。）の円周上

に設けられる設備で、管、管継手及び散水ヘッドにより構成された

ものをいう。以下同じ。）は、次に定めるところによること。   

(ｱ) 散水管は、原則としてタンク側板の円周上を均等に４分割して、

設けること（注１参照）。ただし、当該設備に用いられる加圧送

水装置の能力及び水源水量に余裕がある場合にあっては、排水設

備の能力に応じて、３以下に分割又は全周（分割しないものをい

う。以下同じ。）とすることができる。   

(ｲ) 散水管は、散水ヘッドの目づまり防止のため、定期的に内部の
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スケール等を取り除くことができる構造のものであること（注２

参照）。   

(ｳ) 散水管は、火災時の加熱、衝撃等を考慮して設けること。   

イ   散水管に接続する立上り管（タンク側板に沿って立ち上る部分

の配管をいう。以下同じ。）には、タンク基礎上 1.5メートル以内

の位置にフランジ接続部を設けるとともに当該設備の維持管理に

必要な水圧試験等を行うための圧力計の接続口を設けること。  

ウ   送水管（ポンプから立上り管までの配管をいう。以下同じ。）

には、次の弁を設けること。   

(ｱ) 加圧送水装置の吐出側直近部分に逆止弁及び止水弁を設ける

こと。   

(ｲ) 散水管を分割して設ける場合にあっては、分割した散水管に接

続する送水管ごとに選択弁を設けること。   

(ｳ) 散水管を分割しないで設ける場合にあっては、開閉弁を設ける

こと。   

エ   防油堤内に設ける配管は、火災時の加熱によるわん曲に伴う偏

平、破損等から十分に保護できる構造であること。この場合、散

水管への立上り管の基部及び散水管との接続直近の部分には、タ

ンク内の危険物の爆発等により受ける上向きの力と衝撃を吸収で

きるよう可とう部分を必要に応じ設けるか若しくはこれと同等以

上の効果のある措置を講ずること。   

オ   散水設備の配管に設けるストレーナ、排水弁、選択弁、開閉弁

及び止水弁は、次によること。   

(ｱ) ストレーナ及び排水弁等の弁は、水の流れの下流から上流に向

ってストレーナ、排水弁、選択弁（選択弁を設けないものにあっ

ては、開閉弁。以下「選択弁等」という。）及び止水弁の順に従

って設けること（注３参照）。   

(ｲ) 選択弁等は、当該散水管が設置されるタンクの防油堤外で、火

災の際安全、かつ、容易に接近することができる場所に設けるこ

と。この場合、選択弁等の操作部（ハンドル車を含む。）の位置

は、操作の場所における地盤面からの高さが 0.8メートル以上 1.5
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メートル以下であること。   

(ｳ) 選択弁等からの水の流れの上流側の部分は、常に水を満たした

状態にしておくものとする。ただし、選択弁等と加圧送水装置と

の間に弁を設け、かつ当該弁と選択弁等との間（以下「弁間配管」

という。）に自動排気弁（配管に送水した場合において弁間配管

内の空気を自動的に排出できる弁をいう。）及び排水弁を設ける

送水管にあっては、当該送水管のうち弁間配管部分はこの限りで

ない。   

(ｴ) 選択弁等には、その直近の見やすい箇所に散水設備の選択弁等

である旨及び当該選択弁等の対象となるタンク並びにその防護

範囲を明示した標識を設けること。なお、遠隔操作によるものに

あっては、当該遠隔操作部にもこれと同様の標識を設けること

（注４参照）   

 

(5) 加圧送水装置は、次によること。   

ア   加圧送水装置の送水区域は、次のいずれかの範囲内であること。 

この場合において、タンクの中心が当該範囲内に含まれるもの

にあって当該タンクを含むことができるものとする。   

(ｱ) 加圧送水装置を起動した場合において、起動後５分以内に有効

に散水することができる範囲内。   

(ｲ) 加圧送水装置を中心に半径 500メートルの円の範囲内。なお、

２以上のポンプを直列又は並列に連結して設置するものにあっ

てはいずれのポンプからも半径 500メートルの円の範囲内である

こと。   

イ   加圧送水装置のポンプの吐出量は、不適合タンクの側板面積又

は近接タンクの側板面積（不適合タンクの空地内に存する部分に

限る。）の合計面積のうち、いずれか大なる面積（以下「冷却す

べき防護面積」という。）を防護するのに必要な散水管から散水

した場合に前記 (2)に定める割合で有効に散水することができる

量以上の量であること。   

ウ   加圧送水装置に附置する起動操作設備は、次に掲げるところに
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より手動起動操作機構及び遠隔起動操作機構を備えたものである

こと。ただし、加圧送水装置の送水区域が当該装置を中心に半径

300メートルの円の範囲内にとどまるものにあっては遠隔起動操

作機構を設けないことができる。   

(ｱ) 手動起動操作機構の操作部は、加圧送水装置の設置場所に設け

ること。   

(ｲ) 遠隔起動操作機構は、加圧送水装置を選択弁等の開放により起

動用水圧開閉装置若しくは流水検知装置と連動して起動できる

もの又は常時人のいる緊急通報の受信場所で直ちに起動できる

ものであること。   

 

(6) 水源水量等は、次に定めるところによること。   

ア   水源水量は、前記 (5)イ (ｱ)に定める冷却すべき防護面積を防護

するのに必要な散水管から前記 (2)に定める割合で散水した場合

に 240分間有効に散水することができる量以上の量であること。   

イ   散水設備の水源を２以上のタンクにおいて共用する場合におけ

る水源水量は、共用するタンクのそれぞれにかかる冷却すべき防

護面積のうち、その面積が最大であるものを防護するのに必要な

散水管から前記２に定める割合で、散水した場合に 240分間有効

に散水することができる量以上の量であること。   

ウ   水源は、前記 (5)アに定める送水区域ごとに確保すること。  

  

(7) 内燃機関は、次によること。   

内燃機関の性能は、動力源が停電したときすみやかに起動できる

ものでかつ、定格負荷で 360分以上の時間を連続して運転できるもの

であること。  

 

(8) その他の基準については、第４章第３－１（屋外タンク貯蔵所に

係る防火塀及び水幕設備の設置に関する基準）を準用すること。   
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注１  散水設備の散水管の分割   

散水設備の散水管の４分割の方法は、次によること。   

       

 

注２  散水管のスケール等を取り除くことができる構造の例   

   

 

注３  散水設備の止水弁、選択弁、排水弁及びストレーナの位置関係  

      

注４  散水設備用選択弁の標識   

１  標識の大きさは、次図によること。   

２  標識の材質は、不燃材料とすること。   

３  標識の色は、次によること。   

(1) 地の色は、白色であること。   

(2) 文字の色は、黒色であること（文字は、丸ゴジツク体とする

こと。）。   
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(3) 防護範囲（次図斜線部）の色は、赤色であること。  

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


